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   議事日程第２号       第１回定例会 

   平成２７年３月２日（月）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第２号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○鴨田俊議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員は、ありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第２号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○鴨田俊議長 日程第１、これより一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。質問時間は、一議

員につき答弁時間を含め60分以内となっており

ますので、質問者は要領よくかつ有効に進行さ

れますようお願いいたします。 

  この際、執行部におきましても、答弁者は質

問者の意をよく捉えられ、簡潔にして適切に答

弁されるよう要望いたします。 

 

 一般質問通告書 

 平成２７年３月２日（月）                        （第１回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１ 

 

２ 

 

 

３ 

 

 

４ 

教育行政について 

 

駐車場の機械管理

について 

 

各種団体へのスポ

ーツ振興費補助に

ついて 

屋内多目的運動施

（１）教育委員会制度のあり方について 

（２）教育委員会人事の考え方について 

（１）現在の状況と評価について 

（２）傾斜の改善について 

（３）満車時の対応について 

（１）これまでの利用実績と評価につい

て 

（２）今後の対応について 

（１）これまでの利用実績と評価につい

６番 

國 井 輝 明 

市 長 

 

市 長 

 

 

教育委員長 

 

 

教育委員長 



 - 29 -

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

 

 

５ 

設について 

 

 

 

 

 

議員質問対応調書

作成について 

て 

（２）イベント開催時の責任と今後の対

応について 

（３）予約制の改善について 

（４）利用時間の改善について 

（５）有名スポーツ選手の活用について 

 一般質問に対する対応状況を議会に対

して分かりやすく説明することについて 

 

 

 

 

 

 

市 長 

６ 

 

 

 

 

 

 

７ 

チェリークア・パ

ークの今後の利活

用について 

 

 

 

 

寒河江市の農業振

興策について 

（１）法面の国による買い上げの見通し

について 

（２）法面の有効活用による高瀬大橋と

平塩橋を活用したサイクリングロー

ド、遊歩道の整備について 

（３）法面を有効活用した水辺空間の一

体的整備要望の進捗状況について 

（１）農業所得向上に向けた６次産業化

の推進について 

（２）耕作放棄地対策について 

９番 

杉 沼 孝 司 

市 長 

 

 

 

 

 

 

市 長 

農業委員会会長 

８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 

市民の健康推進に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

寒河江市オリジナ

ル健康体操の普及

について 

（１）平成25年度のがん検診受診率と精

密検査の受診率について 

（２）要精密検査の年代別受診率につい

て 

（３）若者の受診率が低い要因について 

（４）受診率アップに向けた新たな取り

組みについて 

（５）土曜日健診実施後の受診率と日曜

日健診の実施について 

（１）市役所や市内の企業、各種スポー

ツ団体、高齢者サロン等への実践の

普及強化について 

（２）オリジナル健康体操を広めていく

ための今後の方策について 

１０番 

   登代子 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

１０ 

 

 

１１ 

暮らしやすいまち

づくりについて 

 

大学進学を目指す

（１）新規市営住宅整備計画について 

（２）民間賃貸住宅の家賃補助事業につ

いて 

 本市での大学等への奨学金制度創設に

３番 

遠 藤 智与子 

市 長 

 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

若者が希望のもて

る市政について 

ついて 教育委員長 

 

１２ 統一的な基準によ

る地方公会計への

移行と行政評価の

導入について 

 人口減少・少子高齢化が進展している

中、財政マネジメントを強化し、地方公

共団体の限られた財源を賢く使う取り組

みを行うことは極めて重要である。ま

た、自治体は、財政数値と非財政数値の

両面で住民への説明責任があると思うの

で、それを果たすためにも、以下の取り

組みについて伺いたい。 

（１）総務大臣通知の「統一的な基準に

よる地方公会計」、いわゆる新地方

公会計にはいつ頃をめどに移行する

のか。 

（２）それをどのように活用していく予

定か。 

（３）現在予算はどのような数値を基に

編成しているのか。 

（４）ひっ迫する財政の中での事業や予

算の選択と集中を行うためにも、行

政評価を導入すべきではないか。 

４番 

後 藤 健一郎 

市 長 

 

１３ 

 

 

 

１４ 

 

 

１５ 

寒河江市内の交通

網について 

 

 

婚活について 

 

 

空き家管理につい

て 

（１）地域間差を無くした交通ネットワ

ークの構築について 

（２）交通弱者に対する玄関から玄関へ

の対応について 

（１）独身者の結婚気運を高めることに

ついて 

（２）婚活支援の組織づくりについて 

（１）空き家の保存管理について 

（２）空き家解体について 

（３）空き地管理について 

２番 

阿 部   清 

市 長 

 

 

 

市 長 

 

 

市 長 

 

 

國井輝明議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号１番から５番までにつ

いて、６番國井輝明議員。 

○國井輝明議員 おはようございます。 

  ３月定例会一般質問のトップバッターとして、

そして今期、私個人的に２期目でありますが、

２期目としては最後の質問になるということで

非常に緊張しております。一生懸命質問させて
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いただきますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

  それでは、質問させていただきます。 

  私は、新政クラブの一員として質問させてい

ただきます。 

  初めに、通告番号１番、教育行政について質

問させていただきます。 

  ２月18日の議員懇談会で、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の概要の御説明をいただきました。この改正は、

教育の政治的中立性、存続性、安定性を確保し

つつ、地方教育行政における責任の明確化、迅

速な危機管理体制の構築、首長との連携強化を

図るとともに地方に対する国の関与の見直しを

図るものです。 

  御説明をいただいた資料によりますと、大き

く４つのポイントがあるとのことでした。 

  １つ目に、教育委員長と教育長を一本化した

新教育長の設置についてであります。これは教

育委員会の代表者として会議の主催者である教

育委員長と具体的な事務執行の責任者として事

務局の指揮監督者である教育長を一本化したも

ので、市長が直接教育長を任命することにより、

任命責任が明確化するほか、新教育長について

は、第一義的な責任が教育長であることが明確

になり、緊急時にも常勤の教育長が教育委員会

会議の招集のタイミングを判断できるようにな

ること。 

  ２つ目に、教育長へのチェック機能の強化と

会議の透明化を図るものであり、教育委員会の

審議の活性化につながること。 

  ３つ目に、全ての地方公共団体に総合教育会

議を設置することであり、首長が教育行政に果

たす責任や役割が明確になるとともに、首長が

公の場で教育政策について議論することが可能

になるほか、首長として教育委員会が協議、調

整することにより、両者が教育政策の方向性を

共有し、一致して実行に当たることが可能にな

るということ。 

  ４つ目には、教育に関する大綱を首長が策定

することにより、地方公共団体として教育政策

に関する方向性が明確化されるというものであ

りました。 

  教育委員会制度が大きく変わることから、市

民への周知も必要であると考えますと、佐藤市

長からも御説明も含め、本市の教育行政をどの

ように考えていくのか、お尋ねをいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  國井議員から、まず教育委員会制度のあり方

について御質問をいただきましたが、先ほど来、

お話ありましたとおり、教育委員会の制度改正

については、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律の一部を改正する法律というものが昨

年の６月20日に公布をされて、ことしの４月１

日から施行されるということになっているわけ

であります。 

  その制度改正の背景ということでありますが、

先ほど、議員からもお話ありましたけれども、

これまでの教育委員会制度の課題としては、や

はり教育委員長と教育長のどちらが責任者か、

わかりにくいという点、それから教育委員会の

審議が形骸化しているのではないかという点、

それから地域住民の民意が十分反映されていな

いのではないかというような点、それから具体

的にはいじめなどの問題に対して必ずしも迅速

に対応できていないのではないかなどという指

摘がこれまでなされてきたわけであります。 

  こうした課題を受けて、今回の改正が行われ

たというふうに理解しておりますけれども、議

員からもありましたとおり、４つのポイントが

あるということですね。新教育長の設置、それ

から新教育長へのチェック機能の強化と会議の

透明化、３つ目は総合教育会議の設置、そして

４つ目が教育に関する大綱の策定、こういう４

つのポイントがあるということであります。 
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  この４つのポイントについて、新教育長の設

置に関しては、経過措置というものがあるわけ

であります。４月１日に現教育長が在籍をして

いる場合には、その任期満了などとなる日まで

は現行の制度のまま在職することができるとい

う経過措置があるわけであります。 

  また、先ほど申しあげた４つのポイント、総

合教育会議の設置あるいは教育に関する大綱の

策定というのは、寒河江市のみならず全国の自

治体が４月１日から実施をしていくという内容

になっているところであります。 

  総合教育会議の設置については、寒河江市と

しては、これまでも教育委員会と十分連携を図

ってきたわけでありますけれども、今後は名実

ともに一体となって、例えばいじめの問題など、

いざというときの迅速な対応、それから民意の

教育行政への反映などで、従来にも増して連携

の強化が図られていくというふうに思っている

ところであります。 

  来年度、27年度からのスタートということに

なりますが、27年度は御案内のとおり、新しい

市の振興計画の策定の年でもあります。また、

教育振興計画も策定の年になっているところで

あります。そういった策定の過程の中で、市の

教育、それから文化の振興に関する総合的な施

策の目標や方針を定める寒河江市の教育に関す

る大綱というものをつくり上げていくことにな

ろうというふうに思っているところであります。 

  いずれにいたしましても、今回の法改正の趣

旨を十分尊重しながら適切に対応してまいりた

いというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。 

  やはりこれまでも行政、また教育委員会と非

常に密接に連携をとりながらやってこられたと

いうことは寒河江市のよいところかなというふ

うに思っております。今回の新制度移行するに

当たり、内容も非常に、先ほど私は個人的に、

いじめの対応などもすぐそういった対応ができ

るような会議とか、すぐしていただきたいとい

うふうにやっぱり思っておりますし、非常によ

い制度に変わるのかなというふうに個人的には

思っておるところであります。 

  そんな中、やっぱりポイントとしては、経過

措置のお話もありましたけれども、現在の教育

長の任期とかいろいろ考えますと、27年の４月

１日とか、いろいろあるわけですけれども、や

はり今後のポイントというのは新制度の移行が

いつになるかというのがあると思いますので、

市長としては、現在どのようなふうにお考えを

お持ちなのか、お尋ねをしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 國井議員の御質問の趣旨は、新

教育長となる体制への移行がいつになるかとい

うような御質問かというふうに思いますので、

その点についてお答えをしたいと思います。 

  先ほども申しあげましたとおり、経過措置が

あって、現教育長が在任中は現体制で進んでも

いいという措置があるわけであります。そうい

う状況の中でありますけれども、今般、教育委

員５名いらっしゃいますが、５名のうち、渡邉

委員長、それから、荒木教育長、草苅委員の３

名の方々から、ことしの３月31日をもって教育

委員の職を辞したい旨の意向があるというふう

に伺ったところであります。 

  特に、渡邉委員長につきましては、昨年10月

に引き続き９月の議会で同意をいただいて再任

をしていただいて就任したばかりでありますし、

荒木教育長、草苅委員についてもそれぞれ任期

中でありますから、本市の教育行政の振興に大

きな役割を果たしていただいているということ

であります。そのため、引き続き活躍をしてい

ただきたいというふうに思っているわけであり

ますけれども、速やかに新教育長を新たな責任

者とする新体制へ移行することが望ましい、新

たな革袋には新しい酒を入れるほうが望ましい
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のではないかというお考えが強く、その意思は

かたいというふうに伺っているところでありま

す。 

  仮に、今後、正式に辞職願の提出がなされれ

ば、私としては教育委員会の同意を得た上で、

辞職に同意してまいりたいというふうに考えて

いるところであります。また、その段階になり

ましたら、後任の人事について御提案をさせて

いただきたいというふうに考えているところで

あります。 

  議会の御同意をいただけるということになれ

ば、寒河江市の教育委員会は４月１日から新た

な体制のもとで新制度がスタートするというこ

とになろうかというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 御答弁ありがとうございます。

ただいまは渡邉委員長、荒木教育長、草苅教育

委員、３名がそういった辞意を持っているとい

うふうに伺ったところであります。 

  体制が整えば４月１日からスタートというよ

うなことになりますけれども、４月１日のスタ

ートとなりますと、ちょっとだけ確認をさせて

いただきたいんですけれども、今、ちょうど３

月定例会になっておりまして、今回、第21号議

案だったでしょうか、のほうでも上程になって

いる新教育……、21号だったかな、大変済みま

せんけれども、何かいろいろ関係のある議案が

提案されておりますけれども、そういったこと

もいろいろありますと、今後３月議会に、うま

くと言うと言い方は失礼ですけれども、新たな

人事案件といいますか、そういったものがある

のか、もしあればそのときに審議させていただ

ければというふうに思いますけれども、そうい

った進捗状況というのはあれかもしれませんけ

れども、どんな状況なのか、もしお答えできる

範囲で何かお答えできれば、ちょっとお尋ねを

したいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 辞職の願いを受けた段階からの

お話になりますが、私としては、それを受けた

段階で、できるだけ早く新たな体制を固めて、

もちろんその際に議会のほうに御提案を申しあ

げてというふうに考えているところであります。

そういう意味では、今定例会中に間に合うとい

うような状況になれば、そういうふうな形で進

めさせていただいて、４月１日から体制が整う

ような形で進めていければというふうに考えて

いるところであります。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございました。その

ときになりましたら、また具体的に審議させて

いただきたいというふうに思っております。ち

ょっと個人的に大変寂しい気持ちもしますけれ

ども、教育行政が今後もっともっとよくなって

いくことを考えますと、いろいろ新体制への移

行というものを早くしなければならないのかな

と個人的にも思っておりましたので、御答弁い

ただきまして本当にありがとうございました。 

  では、次の質問に移らせていただきたいとい

うふうに思います。 

  次に、これまで私が一般質問で取り上げて質

問させていただき、そして実現させていただい

たことに対して自分自身も責任を持たなければ

ならないという立場から、チェックする意味で

質問をさせていただきたいというふうに思って

おります。 

  通告番号２番、駐車場のあり方について質問

させていただきます。 

  まず初めに、私が2010年９月定例会で質問さ

せていただいた駅前駐車場のあり方についての

質問をさせていただきます。 

  このときは駅前駐車場やフローラ・ＳＡＧＡ

Ｅ駐車場に目的外駐車が大変多く、本来の目的

である駅前商店街でお買い物をされる皆様のた

めの利用とはかけ離れた状態にありました。ま

た、民間企業数社が資金を出し合い運営されて
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いる駐車場の利用者数にも影響が出ていること

を指摘させていただきました。 

  私が現在の状況を伺ったところ、駅前駐車場

及びフローラ・ＳＡＧＡＥ駐車場では、お客様

側からしますと、以前よりも利用しやすくなっ

たとの御意見も伺えるようになりました。また、

近くの契約駐車場もほぼ満車になっているなど

との話も伺えましたので、公平性が保たれてい

ると感じたところです。 

  現在、このような、私は聞いておりますが、

市としてはどのように状況を把握して、どう評

価されているのか、最初にお尋ねをさせていた

だきます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 農協寒河江支所前の駅前駐車場

とフローラの本町駐車場の２カ所の駐車場につ

いては、御指摘のとおり、平成25年11月から駐

車場の適正管理と利用者の公平性の確保という

観点から、機械管理を導入させていただいてお

ります。３時間を超える部分については、有料

化ということもさせていただているわけであり

ますが、１年３カ月を経過しているわけであり

ますけれども、これまでの利用状況などについ

て簡単に御説明申しあげますと、駅前駐車場は、

１日平均で95台、本町駐車場が、これも１日平

均ですけれども、875台であります。それに伴

いまして、料金使用料収入というものが発生す

るわけでありますけれども、１カ月平均で駅前

駐車場については約35万円です。本町駐車場、

約22万円というふうに、逆に少なくなった。要

するに短時間で出入りが多いというのが本町駐

車場だと、こういうふうになるんですね。 

  今まで大きな苦情、あるいはトラブルという

ことの声は届いておりませんので、スムーズに

御利用いただいているのかなというふうに思い

ます。 

  26年度、これまだ終わっておりませんけれど

も、収支見込みを計算してみますと、２つの駐

車場全体として、支出のほうは機械管理委託料

が約1,070万円、そのほかに機械管理に係る消

耗品代とか電気代などの経費が約130万円とい

うことで、合わせて1,200万円の経費がかかっ

ているということですね。 

  収入のほうは、この事業については国の補助

金を受けた社会実験として取り組んでいますの

で、機械管理経費の10分の４の補助が出ており

ます。約428万円の補助金が出ております。こ

れは収入の一部です。それから、先ほど言いま

した使用料収入、全体で約680万円ということ

でありますから、合わせますと、収入のほうが

1,100万円程度、約1,100万円ということになり

ます。 

  そういう意味で、1,200万円の経費がかかっ

て、1,100万円の収入があるということですか

ら、収支としては約100万円弱がマイナスだと

いう結果になる見込みであります。しかしなが

ら、御指摘のとおり、機械管理導入によって、

目的外の御利用と思われるような長時間の駐車

がなくなって、中心市街地の駐車場として商店

街を訪れる人がいつでも駐車できるという、本

来の利用形態になってきたのではないかという

御指摘でありますので、デメリットよりメリッ

トのほうが多いのではないかというふうに認識

をしているところであります。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。詳しく

数字までお伺いできて、大変、私としてはわか

りやすくてよかったなというふうに思います。

駐車場を利用するときのバランスをちょっとお

伺いしたいなと思って、そこまで詳しく答弁い

ただきまして、ありがとうございます。 

  100万円ほど、市から出資する、出すところ

が多いということですけれども、やはり公平性

を保つことに関しましては、私も非常に重要で

あるというふうに思っておりますので、いたし

方ないというか、本当はプラスになればいいん
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ですけれども、100万円という金額でおさまっ

ているということで、大変よい状況であるなと

いうふうに認識したところであります。 

  では、機械管理をされている、これはフロー

ラ・ＳＡＧＡＥの駐車場になりますけれども、

南側駐車場の傾斜の改善について、ちょっと質

問をさせていただきます。 

  これは冬期間でありますが、機械管理をされ

ている南側駐車場入り口のことであります。駐

車場利用者が凍結時にブレーキをかけた際、と

まれず、停止レバーを破損させて個人で負担を

負ったとのケースが、幾つか私にお話が来てい

るからです。 

  単にスリップしてしまうということでなく、

指摘させていただいた場所は、傾斜がついてお

り、滑りやすい状況になってしまうからであっ

て、駐車場利用者の利便性が上がってはおりま

すが、こうしたことへの対応も考えるべきでは

ないかというふうに思っております。改善する

などお考えはないのか、今後の対応についてお

伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 本町駐車場の県道から南側入り

口通路については、御案内かと思いますけれど

も、これはお借りしている土地、借用している

土地であります。借用時の形状そのままの条件

の中で使わせていただいているということであ

ります。もともと、持ち主の方が倉庫を移転し

て通路を確保したという経過があって、倉庫の

基礎の部分が若干高くなっているということか

ら、舗装の工事の際に緩やかな傾斜をつけざる

を得ないというようなところで、駐車場の高さ

と合わせているという経過があるわけでありま

す。 

  そういう意味で、斜面になって、傾斜になっ

ていて冬期間スリップの危険があるというよう

な御指摘でありますけれども、25年から機械管

理をスタートしたのでありますが、この箇所で

停車レバーの前で停車できずにレバーを破損し

たケースというのが２件、25年度ございました。 

  そういったこともあって、危険防止のために

南側入り口の通路には、３カ所でありますけれ

ども、「構内徐行」という表示をして注意を喚

起しているところでありますし、特に冬期間に

おいては、傾斜部分の除雪を頻繁にさせていた

だいて、そして、また消雪剤を散布して凍結防

止に努めているところであります。また、カラ

ーコーンなども設置をさせていただいて、注意

を促しているところでありまして、幸い今年度

はそういう事故の報告は聞いていないところで

あります。今後についても、傾斜部分に有効な

工法とか方策などを研究しながら、事故が起き

ないような対策に万全を期していきたいという

ふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 25年度に２件ありましたという

ことで、実は私の知り合いが１件ありまして、

近くに住む人からも、つい先日も破損したよな

んていうお話を聞いて、今回質問させていただ

いたんですけれども。 

  市としても非常に対応してくださっていると

いうことで、26年度はなかったということで、

まずは本当によかったなというふうに思ってい

ます。今後も除雪等々、そういった対応を心が

けていただければこういったこともないのかな

というふうに大変思いましたので、大変ありが

たいなというふうに思いました。 

  では、次の質問なんですけれども、駐車場の

利用時間についてなんですけれども、ほとんど

が３時間以内の駐車の利用が大半でありますの

で、スムーズに出入りができるようになったと

いうこともありますが、この利便性の向上で、

お客様の車で満車になることも珍しくないとの

ことです。お買い物をされるお客様がとまれる

ことはよいことでありますが、フローラ・ＳＡ

ＧＡＥに出店されているお店、商品の搬入をさ
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れる業者の車が入れない状況が起きているとい

うようなお話を関係者から伺いました。 

  このような状況を改善すべきと思いますが、

今後、こういったことにどのように対応される

のか。対応していただきたいと思っております

が、対応策などはお考えなのか、お尋ねをさせ

ていただきます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 フローラの駐車場、満車によっ

て搬入業者の方が駐車場に入れなくなると、入

れなくて迷惑をおかけするというケース、これ

まで、１年３カ月でありますけれども、２件ほ

どあったというふうに聞いております。大変申

しわけなく思っているところであります。 

  フローラの建物と駐車場の構造上、一般車両

と別に搬入業者の方の通用口とかがないわけで

ありますね。そういった意味で、入り口が限定

されておりますので、満車の場合、あきが出る

までお待ちいただくというようなことにならざ

るを得ないというような状況であります。 

  この２回のケースも含めて見てみますと、フ

ローラの会議とかイベント、さらには近隣での

催しなどがあった場合に大変本町駐車場が混む

というような状況でありますので、これから主

催者側のほうにも事前に駅前の駐車場の利用を

促していただくなど、分散するようなことでお

願いをしていく必要があるなというふうに考え

ているところであります。 

  いずれにしても、今後も、さらに事前の周知

なども徹底させていただいて、納入業者の方々

に迷惑がかからないように十分配慮していきた

いというふうに思います。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ２件、正直少なかったんだなと

いうふうに思いましたけれども、もう少しあっ

たのかなというふうに思いまして、ただ、そう

いった状況があるというようなことで、改善し

てくださるということで、いろいろ対応方よろ

しくお願いしたいというふうに思っております。 

  では、次の質問に移らせていただきます。通

告番号３番、各種団体へのスポーツ振興補助に

ついて質問させていただきます。 

  これは私が2009年12月議会で質問させていた

だき、クラブチームであっても、全国大会等へ

出場される団体や個人に激励金を交付してほし

いとの提案でした。当時の答弁では、「教育委

員会としましては、小・中学生がクラブチーム

等に所属して全国大会等に出場した場合にも激

励金として交付支援できるように各種大会激励

金の交付要綱の見直しを検討する」と答弁をい

ただき、現在は実施していただいているところ

です。 

  こうした取り組みを実施していただいたこと

にまずは感謝申しあげます。私も市民からの声

を聞いて、現状を把握した上で質問をさせてい

ただいているわけでありまして、みずからも責

任があると認識して質問させていただきますけ

れども、これまでの利用実績はどの程度あった

のか伺いますとともに、現在どのように評価し

ているのかをお尋ねをさせていただきたいと思

います。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 おはようございます。 

  2009年12月議会、就任間もないときなので、

印象深く、前向きに答弁させていただいたとい

う記憶しているわけですけれども、当時、早速

この交付要綱の見直しを行いまして、翌年にな

りますか、平成22年４月１日から、スポ少、そ

れから中体連主催以外の小学生、中学生の子供

たちの活躍に対しても交付できるように改めた

という経過があります。 

  利用実績というお尋ねですので、数字で申し

あげますと、現在までの約５年間で、個人では

12種目51個人、団体では４種目７団体が該当す

ることになりまして交付がなされております。

その中で最も多かったのが、個人では空手競技
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の14個人、次いでソフトテニスの12個人、団体

のほうを申しあげますと、ティーボール競技の

３団体というふうなぐあいになっております。

ちなみに、ティーボール競技では、昨年、全国

大会で優勝するというような目覚ましい活躍も

あったところであります。 

  スポーツ活動の場がスポ少や学校の部活動に

とどまらないで広がりを見せると、スポーツの

種類、種目もいろいろとふえている中、本制度

の拡充によりまして、この激励金の交付がほと

んどの団体、種目に行き渡るようになりました。

それによって、少なからず選手への評価といい

ますか、励みとなっているのではないかという

ことで、ひいては本市のスポーツ振興に役立っ

ているのではないかというふうに考えていると

ころであります。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 今、詳しく数字も御答弁いただ

いて、非常にわかりやすくてありがとうござい

ます。空手とかテニス、個人では活躍されてい

て、団体ではティーボール３団体に交付してい

るということで、寒河江小学校だったと思いま

すけれども、全国大会で優勝されたということ

で、非常に本市から出られている方も活躍して

いるということで、大変うれしく思うところで

あります。 

  非常に実績があるということでうれしく思い

ますし、金額的にどれぐらい、12種目11個人、

４種目７団体と言ったのですか、ありましたけ

れども、現在、金額的にはどれぐらいになって

いるのかをまずちょっとお尋ねできますでしょ

うか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 具体的な金額については、

担当課長より答弁させたいと思います。 

○鴨田俊議長 荒木生涯学習課長。 

○荒木信行生涯学習課長 激励金の額ということ

でお答えさせていただきたいと思います。さま

ざまな大会、全国大会とか国際大会とか、さま

ざまな規定がありますけれども、全国大会で参

加した場合、県外で行った場合ですけれども、

小学生の場合は5,000円という金額になります。

中学生も5,000円でございます。国体出場とな

りますと、中学生以上、高校生もありますけれ

ども、そうした場合には体育協会からの5,000

円を合わせて１万円というようになっているよ

うな状況になります。以上でございます。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ちょっと金額を御確認させてい

ただいたのは、実は、実績あるのは大変うれし

いことでありますけれども、ちょっと、これか

らの話なんですけれども、この制度を活用して、

個人や団体へ激励金という考え方で交付されて

おりますが、例えば野球チーム、ティーボール

も含めて、さっき３団体とありましたが、この

ような団体であればたしか３万円を支給してい

るというふうに伺っておりまして、正直、個人

で行くときの5,000円とか、団体で、野球であ

れば最低９名ですけれども、それ以上の人が行

くと思いますけれども、３万円というふうに見

ますと、個人割で考えると少ないのではないか

なともちょっと思えるわけであります。個人か、

団体で、交付金額を平等にすることを考えると、

今後、激励金の金額の増額などお考えはないの

か、お尋ねをさせていただきます。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 現在の額については、他

市町と比較してそんなには遜色がないと、全体

的に言ってですけれども、というふうに考えて

おりますけれども、御指摘の団体、いろんな団

体がありますし、参加人数もまちまちでありま

す。そういう意味で、ある程度の差を設ける、

あるいは公平感からいっても納得し得るような

形で持っていけないかというような点について

は、これも他市町の例などを参考にさせていた

だきながら、これは検討してまいりたいという
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ふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 検討してくださるということで、

ぜひ前向きにお願いしたいなというふうに思っ

ているところであります。 

  では、次の質問に移させていただきます。次

に、通告番号４番、屋内多目的運動施設につい

て質問させていただきます。 

  屋内多目的運動施設のチェリーナさがえにつ

いて質問させていただきます。これは私が２期

目の当選をさせていただき、その直後の６月定

例会で質問させていただいております。チェリ

ーナさがえの建設については、さまざまな御議

論の末、チェリークア・パーク地内に当初の予

定された建設規模よりも大きくてとても立派な

施設が完成いたしました。現在は、この施設を

多くの市民から御利用いただいており、とても

愛されている施設であると感じております。こ

の施設に関係した質問を幾つかさせていただき

たいと思います。 

  まずは、建設直後からの利用実績、市長から

の最初の施政方針でもありますが、４万3,000

人ほどとありましたけれども、どの程度あり、

その数字を見てどう評価されているのかをお伺

いいたします。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 屋内多目的運動施設チェ

リーナさがえに関するお尋ねで、まず、利用実

績についてのお尋ねですので、お答えを申しあ

げます。昨年１月の分からことしの１月末まで

の数字でございますけれども、スポーツで利用

した人数、３万1,863人であります。うち、市

内利用者は２万446人、64％、市外からの利用

者１万1,417人、36％ということになっており

ます。これに「寒河江でがんばる商工展」とい

ったいわゆるスポーツ以外のイベントなどを加

えますと４万2,947人で、１日平均128人の方か

ら御利用いただいているということになってお

ります。 

  評価といいますか、これにどういうふうに思

っているかということになりますが、当施設の

整備目的でありました、まずは年間を通じたス

ポーツ、それとレクリエーションの振興、さら

には場所柄、市の内外から多くの人が集まる交

流拠点の場というような所期の目的といいます

か、趣旨に沿って、まずは運営されておって、

それに成果を上げているというふうに考えてい

るところであります。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 大変利用者も多くて、非常にい

いなというふうに思っております。私も何度か

利用していますけれども、大変立派な施設です

ごく条件の整っている感じはしております。そ

うした中、利用者の方々からのお話をいろいろ

お伺いしておりますので、そういった関係につ

いてこれから質問させていただきたいというふ

うに思っております。 

  イベント開催時のことについてでありますけ

れども、これまで施設オープン時のイベントで

は、堀内恒夫氏を招いているほか、今年度は仁

志敏久氏を招いて、ともに野球ですけれども、

寒河江市のＰＲも含め、スポーツの振興を図ら

れていることはとてもすばらしいことだと思っ

ております。 

  こうした中、今年度の仁志氏を招いたイベン

トのときでありますが、各スポーツ少年団等の

連絡網を通じて御案内されているようでしたが、

イベント当日に非常に多くの児童が集まり過ぎ

て、参加できない児童がたくさんいたというこ

とでありました。こうしたことはある程度予想

がつけられると思います。人数の制限、また参

加できない旨の連絡が全く入っていないという

声が多くあり、対応がなっていないとの指摘を

受けたところでありました。 

  憧れのスポーツ選手に直接指導してもらうこ

とは、スポーツをしている児童に対して夢を与
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えてくれるものでありまして、私は子供たちの

笑顔ではなくて、残念な顔は見たくはないので

あります。こうしたことを考えますと、当日参

加できなかった児童や保護者からクレームが出

て当然と考えるわけであります。 

  今後は、このようなことがないようにしなけ

ればならないと思いますが、なぜこのようなこ

とが起こってしまったのか。指定管理者にお願

いしておりますけれども、責任はどこにあるの

かも含めて、今後の対応についてお尋ねをさせ

ていただきます。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 ただいまは、ことしの１

月12日のオープン１周年記念フェスティバル、

元巨人軍仁志敏久氏による少年野球教室が開催

されたわけでありますけれども、御指摘のよう

に、希望者全員がこのイベントに参加するに至

らなかったということにつきましては、私のほ

うからも、関係者の皆様に御迷惑をおかけしま

したこと、率直におわびを申しあげたいという

ふうに思います。 

  この事業は、指定管理者の自主事業として開

催されたイベントでありました。原因について

は、指定管理者との間でいろいろやりとりをさ

せていただいたわけですけれども、さまざまな

要因が経過の中で重なったというように考えて

いますけれども、何といっても一番の原因は、

これも御指摘にありましたように、対象参加人

数、それから対象学年が、指定管理者からの参

加団体に対する連絡調整、それと、それに対し

ての確認、これが徹底しなかったといいますか、

できなかったことに起因しているのではなかっ

たかというように思っております。 

  市としましては、当然のことながら、今後こ

のようなことが起こらないよう十分留意いたし

ますとともに、指定管理者との連携を密にいた

しまして必要な対応をしてまいりたいというふ

うに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。ぜひ、

非常に評判のよい施設でありまして、利用者も

多いということでありますので、今後このよう

なことがないように、適切に対応していただけ

ればというふうに思っております。そういった

対応をしてくださるということでありがたく思

っております。 

  次に、予約体制の改善について質問をさせて

いただきます。 

  実は、昨日、３月１日、多分利用するための

抽選会があったと思うんですけれども、施設を

利用するには抽選会を行い、これから先の６カ

月の予約を決めているということですけれども、

なぜ、こういう仕組みをとっているのか、お尋

ねをしたいわけですけれども。 

  抽選といいますと、一見平等にも見えますが、

本当に会場を利用した団体が利用したいときに

対応できない、この日に使いたいというときに

は使えないんじゃないかということであります

けれども、市内の、例えば公共施設の多くは利

用状況をネット等々で確認したり、電話１本で

予約できる。自分の時間に合わせて会場使用料

を支払いに行ける。というような仕組みがほと

んどと思いますけれども、抽選といいますと、

これとは逆に抽選に行けない人やくじ運の悪い

人から見れば、こちらは責任を負いません、全

てあなたの責任ですよとも捉えられるのではな

いかなというふうに感じているところでありま

す。それから、市の公共施設であり、なるべく

市民が優先して利用できる状況をつくってあげ

ることも必要であると私は思っております。 

  今後のことですけれども、昨日、抽選会に行

った人も、実はこの日の夜に利用したいんだと

いうことで行ったんですけれども、くじ運が悪

くてとれなかったという現状もきのう聞いたん

ですけれども、今後この仕組みを変えることも

含め、再検討すべきではないかというふうに私
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は思っているんですが、いかがでしょうか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 施設の利用、なかんずく

予約のとり方に関してでございますけれども、

指定管理者と連携を図りながら、公平公正にな

るように、そしてまた、少しでも利用者の負担

にならないような形でできないものかどうかと

いうことで進めているところであります。 

  施設の予約が重複した場合あるいは重複する

ことが予想される場合には、調整する方法とし

て、１つは利用者の話し合いによる調整方法、

それから先着順による方法、それとお尋ねの抽

選による方法があるわけです。 

  この場合、中学生、高校生の部活動の利用に

ついては、利用者も限られておりますし、団体

も少ないというようなことから、これは話し合

いにより調整させていただいております。 

  一方、一般の登録団体、これは127団体ある

わけですけれども、この予約の場合には、特に

冬期間については予約希望といいますか、予約

する団体が30から50というふうに大変多くあり

まして、話し合いでは調整が困難だと。それと

先着順による方法によりますと、順番を確保す

るため随分と長い時間待っていただくケースも

あるというようなことから、現在、抽選による

方法で予約を受け付けているという現状にあり

ます。 

  なお、ほかのところも見てみましても、本市

と同じような申し込みが多く重なる施設にあっ

ては、この抽選制というふうなものが多くとら

れているのが現状ではあります。 

  ただ、確かに抽選による方法は一長一短とい

いますか、御指摘のような問題点、課題がある

のも事実であります。そのようなことで、今後

については、指定管理者と一緒になって、まず

は利用者の声をお聞きしながら、さらなる利便

性向上のため、改善に努めていきたいというふ

うに考えております。 

  それから、質問の中で、市民に優先的に利用

させるといいますか、していただくことができ

ないかというようなお尋ねもありました。現在

のチェリーナさがえは、寒河江市内だけにとど

まらず、市外からも多くの人が集まる交流の場

としての面も有しておりまして、その点、他市

町とのかかわり、あるいは本市が西村山地域に

おいて占めております立ち位置、そういうもの

から考えると、やっぱり利用申し込みについて

は、市民と市外の区別なく、まずは平等に現行

のままで進めさせていただくのが相当ではない

かというふうに考えております。 

  なお、御案内のとおりかと思いますが、利用

料金については、市民より市民以外を高く、３

割増しといいますか、区別しているということ

でありますので、御理解をいただければという

ふうに思います。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。 

  では、次の質問なんですけれども、利用時間

の拡大について質問させていただきます。現在、

施設利用時間の制約に、抽選の際、全面使用で

きるのは１団体、１カ月の間に４時間のみの１

日につき１回となっているほか、通常利用時間

は２時間とされているようです。 

  特に、通常時の使用時間２時間というのは非

常に少ないと感じるわけです。どのようなスポ

ーツでも体を十分にほぐし、そしてけがのない

ようにウォーミングアップは欠かせません。こ

れには30分程度かかっているというふうに思い

ますし、次の利用者が来るのに、すぐ片づけも

入りますと、練習時間というのは大分少なくな

ってしまうというふうに思っておりますので、

今の２時間ということではなくて、３時間に延

長すべきではないかというふうに考えますけれ

ども、いかがでしょうか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 現在は、できるだけ多く
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の方に御利用いただきたいというようなことで、

利用時間、回数、あるいは面数というのでしょ

うか、あらかじめ設定して２時間以内というふ

うにさせていただておるわけですけれども、特

に冬期間なんかは「30分程度でもいいから」と

いうような申し出もございます。そのようなこ

とで、２時間が相当というふうには考えており

ますけれども、比較的あいている期間、時間と

いうのですか、平日の日中などにつきましては、

これも先ほどと同じように、利用者の意見等を

よくお聞きして、指定管理者との間で相談をし

てまいりたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 ありがとうございます。 

  では、大分チェリーナさがえのことは周知は

なっていると思いますけれども、イベントです

ね、さっきのように大きなイベントを開催する

ことについてですけれども、いろんな寒河江市

にはスポーツをされている、親しんでいる方が

大変多くおりまして、その中で、今まで野球選

手だけを招いているようにしか、私にはちょっ

と聞こえていなかったので、これから寒河江市

をＰＲすることも含めていろいろマスメディア

に取り上げてもらうことも重要だと思って、も

っともっとＰＲしたいということを考えますと、

ほかのスポーツ選手も招いて、例えば、錦織 

圭選手とか松岡修三選手とか、そういったビッ

グネームの方も呼んだりできないものかという

ことで、お尋ねをさせていただきます。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 確かにオープン記念ある

いは１周年記念というときには、堀内氏あるい

は仁志氏によるというふうに野球が続いており

ますけれども、決して野球ばかりを狙ったわけ

ではありませんでして、諸事情によって結果的

にこのようになったわけです。 

  ちょっと現状をお話し申しあげますと、自主

事業として、ちなみに昨年はミズノの指導者に

よる走り方教室、それからサッカーの元Ｕ－18

日本女子代表の村上今日子選手の女子サッカー

クリニック、さらには市ソフトボール協会主催

でソフトボール元日本代表の染谷美佳選手、溝

江香澄選手による楽天ソフトボールクリニック

なども開催しているところであります。そして、

間もなくでありますけれども、今月８日には、

寒河江市モンテディオ山形支援の会主催で、モ

ンテディオ山形のコーチによるサッカー教室の

開催というようなものも予定されておりまして、

決して野球ばかりでなく、他競技についても配

慮しているということであります。 

  そういう意味で、スポーツ振興を図る上では、

やっぱり御指摘のいろんな競技のスポーツを招

いてのイベントというようなもの、大切だとい

うふうに認識しております。 

  なお、この施設については、いろいろな問題

点も指摘を受けたわけですけれども、まだ１年

ということもありますので、今後、今回の１年

の経過を踏まえて、反省すべき点あるいは工夫

すべき点がないかどうかというような点、問題

点を洗い出しながら、なお一層よりよい利用が

できますように、指定管理者との間で検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 いろんなスポーツを親しんでい

るということで、いろんな選手を呼んでやって

いくんだよということで、これからもいろいろ

考えていきたいということで御答弁いただいて

ありがとうございました。ちょっと有名選手の

お話は余りなかったように思いますけれども。 

  最後にちょっと一言、あれなんですけれども、

屋内多目的運動施設なんですけれども、チェリ

ーナさがえの中は、大体、テニスコートでいう

と３面とれるようになっていまして、ただ、室

内に入りまして、私も確認しましたけれども、

室内のちょうど真ん中に球技のためだと思うん

ですけれども、ネットが張れるのは真ん中だけ
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なんですね。例えばテニスコートを１面と２面

というふうな分け方ができない。要は、テニス

コート３面の間の真ん中のコートを全部区切っ

て、２つしかとれないというような状況なので、

例えばもう１本、テニスコート１面と２面がと

れるようなふうにネットをもう一つ新設できな

いのかなというふうに思っておりますので、答

弁は要りませんけれども、これはぜひしていた

だければというような要望をさせていただいて、

こちらの質問は終わらせていただきたいと思い

ます。 

  それでは、最後の質問にさせていただきます。 

通告番号５番、議員質問対応調書の作成につい

て質問させていただきます。 

  これまで幾つか質問について答弁をいただき、

ありがとうございました。我々市議会としまし

て、これまで主にこうした一般質問を通じて市

に対して御指摘や御提案をさせていただいてお

ります。市としても、我々議員からの質問に対

し真摯に受けとめていただき、検討や対応をし

ていただいているところであります。 

  しかし、こうしたことの背景に、いつ、どこ

で、どのように検討し、現在はどのような状況

であるのか、我々が把握できない状況がありま

す。一般質問した議員が、各担当課へ何度も足

を運ぶか、電話連絡して各個人で確認をしなけ

ればならない状況であると思います。 

  例を挙げてみますと、鳥取市議会では、一般

質問されたものは全て回答をいただいておりま

す。この対応状況については、ペーパーにまと

め、質問事項に対し、「対応済み」「対応中」

「検討中」などと対応状況を載せる議員質問調

書というものをつくっております。 

  我々議会としても、３月定例会予算議会と９

月定例会決算議会の後には、議会基本条例等で

定めたとおり、議会報告会を開催し市民へ説明

させていただいております。こうした機会を通

じて我々議員が質問したことも報告できればな、

なんていうふうに思っておりますと、通常の議

員活動や議会報告会等でこうした機会を通じて

市民への説明を詳しくできることから、こうし

た取り組みをして情報の提供をしていただくこ

とはできないものかということをお尋ねさせて

いただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 國井議員おっしゃるように、一

般質問でいろいろ指摘されたり、またきょうの

ように提案された内容がどのように処理、対処

されてきたかということについては、質問され

た議員の方だけでなくて、市民に対しても市と

して説明責任を果たしていくということが必要

だろうというふうに思います。 

  先ほどおっしゃいましたけれども、議会のほ

うでは、議会だより、あるいは議会報告会とい

う形を通して、市民に市の取り組み状況などに

ついて情報提供をしていただいているわけであ

ります。改めて敬意を表したいというふうに思

います。 

  先ほど、鳥取市のお話がありました議員質問

対応調書ということでありますが、市としても

今御答弁申しあげましたが、一般質問で提起さ

れた内容の多く、提案された内容の課題として

指摘されたことというのは、市としても重要課

題の一つという場合が大変多いわけであります

ので、そういう課題に向けた取り組み状況の調

整については、進捗管理の面あるいは市民への

情報開示の面からも当然必要な対応だというふ

うに思っているところでありますので、先進の

事例なども十分参考にさせていただきながら、

課題の進捗状況の把握手法、さらには情報提供

の仕方、そして効率的な更新の方法などについ

て、今後大いに検討させていただきたいという

ふうに考えております。 

○鴨田俊議長 國井議員。 

○國井輝明議員 前向きに御検討いただければな

というふうに思っております。この一般質問は
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議員でなければ質問できないのは当然でありま

して、一般質問といいますと、直接市民から伺

ったお話を取り上げていることが多くあります。

市としてもこうした取り組みをしていただけれ

ば、これまで以上にチェックしやすく、対応状

況の把握もしやすくなると考えられます。今後

は、我々議員だけでなく、質問した内容につい

ては、市民に対してもわかりやすくしていくこ

とが、市長がおっしゃったように、重要である

と思っております。早期にこうした取り組みが

実現することを期待しまして、私の今期として

最後の一般質問を終わらせていただきます。 

  ありがとうございました。 

 

杉沼孝司議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号６番、７番について、

９番杉沼孝司議員。 

○杉沼孝司議員 おはようございます。ことしも

３月に入り暖かい日が続くようになり、雪解け

も進み、長かった冬も終わりに近づいているよ

うです。しかし、12月からの湿った大雪の影響

で、さらには最近の降雨などにより、建物の倒

壊や人的被害も例年になく多く発生しているよ

うです。ことしは統一地方選の年、選挙の年は

春の農作業がおくれるとよく言われております。

昨年と比べ、除雪費用も多くなっているものと

思いますが、昨日の市長の行政報告にもありま

したが、これから最盛期を迎える果樹の剪定作

業等に支障が出ないよう、農道除雪には万全を

期していただきたいと思っております。 

  通告番号６番、チェリークア・パーク内の民

活エリア最後の１区画が県成人病検査センター

に売却されたことにより、長年の懸案であった

民活エリアが完売となり、市長も胸をなでおろ

しているものと察します。私たち議会としても

安堵するところであります。 

  これで市民の健康を守る検査センター、食の

安心・安全を求める産直施設、日帰り温泉、ホ

テル、自動車学校、介護施設、全天候型の多目

的運動場、ふるさと総合公園にはパークゴルフ

場、若者に人気のあるスケートボード場、ドッ

グラン、下流には水辺のスポーツグリバーさが

え、グラウンドゴルフ場と、一大観光保養レク

リエーション施設ができ上がったものではない

かと思います。 

  以前に、同僚議員が何度か一般質問で取り上

げておりますが、市が開発公社より毎年一定額

ずつ買い上げておりますクア・パークののり面

について伺います。これまでの質問に対する答

弁は、国に買い取ってほしいと相談されている

ということでしたが、その見通しはどうなのか

伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 杉沼議員からクア・パークの今

後の利活用ということで御質問いただきました

が、クア・パークののり面用地については、御

案内のとおり、もともと果樹園の民地であった

わけであります。民活エリア造成事業で土地開

発公社が用地買収を行った箇所であります。河

川法上は河川区域に区分されておりますので、

隣接する河川管理用道路と一体的な管理を行う

ことが望ましいのではないかという判断で、国

において買い取りをいただきたいと、以前から

相談をさせていただきました。 

  一昨年の７月には、のり面の有効利活用を含

めた水辺空間の一体的な整備について、国土交

通省山形河川国道事務所長に要望書を提出した

経緯がございます。その際にも強くお願いをし

てきたところでありますが、もともとが堤外地、

要するに堤の外の民地であるために、国におい

てののり面の購入は大変難しいというようなお

話もあったわけであります。我々もそういうふ

うに認識しているところでありますが、これは

引き続き、さらにぜひお願いをしたいというこ

とで要望を続けてまいりたいというふうに考え
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ております。 

  現在、御案内のとおり、土地開発公社より買

い戻しを行っているわけでありますが、国の買

い取りが困難である場合も大いに想定されると

いうようなことでありますので、今後、河川空

間の有効活用をしていくかという方策などにつ

いて、積極的に対応を考えていく必要があると

いうふうにも思っているところであります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ただいまの御答弁ですと、のり

面の国での買い取りは大変厳しいものがあると

いうふうなことのようですが、市の財政健全化

のためにも引き続き強く要望していただきたい

と思います。 

  しかし、それが無理としたならば、御答弁の

ように、今後はのり面を市有地として有効活用

に方策を変えていくべきではないかと提言して

おきたいと思いますが、いかがでしょうか、伺

います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 前の質問で最後のほうにもお答

え申しあげましたけれども、我々としては、そ

ういった意味で、河川空間の有効活用という方

策について、やはり一体的に検討していくとい

うことにしてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 河川管理については国交省の専

権事項であると思います。のり面をも有効活用

した水辺空間、そこまでをきっちりと整備して

いだくよう、引き続き要望していただきたいと

思います。 

  河川管理用道路周辺の樹木の伐採であります

が、平塩橋下流は、コイ、フナ、カワザイ、ナ

マズといった川魚の宝庫で、釣り弘法が朝早く

から深夜まで地区の内外から訪れる釣りのメッ

カでもありますので、河川管理用の道路の整備

の際、樹木の伐採などは、魚のすみやすい川辺

の柳などは伐採などしないような計画にしてい

ただくよう要望にも注文をつけていただきたい

と思いますが、いかがですか、お伺いします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 引き続き要望は続けていくとい

うことにしておりますので、御指摘の点などに

ついてもあわせて今後の要望につなげていきた

いというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 河川管理等については、そのよ

うなことで強く要望をしていただきたいという

ふうに思います。 

  次に、のり面の有効活用による高瀬大橋と平

塩橋を活用したサイクリングロード、遊歩道の

整備についてと、（３）ののり面を有効活用し

た水辺空間の一体的整備要望の進捗状況につい

てでありますが、順序を逆にさせていただいて、

のり面を有効活用した水辺空間の一体的整備要

望の進捗状況等についてをお尋ねさせていただ

きたいと思います。 

  先ほどもありましたが、国交省にのり面を有

効活用した水辺空間の一体的な整備を要望して

いるということでしたが、その進捗状況はその

後どうなっているのか、一昨年の７月に要望を

したということでしたが、その後の状況をお尋

ねしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 平成25年７月に先ほど申しあげ

ました要望書を提出をさせていただきましたが、

この要望書では、これまで民活エリア内の施設

も順調に整備をされつつあるというようなとこ

ろで、さらににぎわいを創出するためには、水

辺空間周辺の一体的な河川整備が必要であると

いうことから、のり面を有効に活用しながら水

辺空間まで連続した整備をしていただきたいと

いう内容で要望書を出させていただきました。 

  この要望書を受けて、国のほうでは早速対応

していただいて、平成25年度には、のり面の下
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にあります河川管理用道路周辺の樹木の伐採、

それから河川管理用道路から川側の水面に下る

護岸階段を120メートル、それから遊歩道とし

て利用できる河川管理用道路を720メートル、

整備をしていただいということであります。要

望を受けて迅速な対応をしていただいたという

ことで、大変我々もありがたく思っているとこ

ろであります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 要望をしたことを積極的にして

いただいたということは大変よかったことと思

います。したがいまして、せっかくの水辺空間

でもありますし、さらにいろいろな面で要望を

していただきたいというふうに思います。 

  その要望の中で、次に、クア・パークの有効

活用による高瀬大橋と平塩橋を活用したサイク

リングロード、遊歩道の整備について伺います。

チェリークア・パークの基本計画については、

計画当初、川北の整備と川南の平塩川も20ヘク

タールほど買収し、川の南北を一体的に整備し、

大型ホテルや遊戯施設等も誘致し一大リゾート

ゾーンを形成する構想でありました。川南の平

塩川は、昨年までの大雨により侵食防止用のブ

ロックが崩され、侵食防止のため、今護岸工事

が施工されており、侵食回避により安全性が高

まるものと思われます。 

  国土交通省の制度に、かわまちづくり支援制

度というものがあるようですが、これらを活用

し、先ほど来出ておりますのり面の有効活用と

あわせ、上流から下流までの一体的活用の中で、

元気な高齢者の創出、健康増進のためにも対岸

の平塩川の川辺をも活用し、高瀬大橋と平塩橋

を回れるようなサイクリングロードや遊歩道を

整備してはどうかと思いますが、市長の御所見

をお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 何度も申しあげますが、国のほ

うに要望した際に、多目的水面広場のグリバー

さがえ、さらにはクア・パークを結ぶ周回的な

遊歩道、さらにはサイクリングロードなども一

つの案として水辺プラザ周辺の河川整備につい

て有効なのではないかというようなことで、私

のほうからも提案をさせていただいた経緯があ

ります。 

  もちろんその整備を行っていただくに当たっ

ては、杉沼議員からも御指摘ありましたけれど

も、国のかわまちづくり支援事業の活用なども

十分検討いただかなければならないなというふ

うに考えておったところであります。 

  そうした中で、今般、国の河川国道事務所の

ほうから、かわまちづくり構想について説明を

受けたところでございます。この事業について

は、河川管理者のみならず、自治体、それから

各種団体、地元住民などが連携をして河川敷な

どを活用した事業の実施、あるいは事業実施に

必要な水辺の整備などを行っていく事業であり

ます。 

  その後、国のほうから、ことし１月に寒河江

チェリークア・パーク民活エリア開発推進連絡

会に対して、構想についての説明会がございま

して、水辺空間の整備とあわせてチェリーク

ア・パークの利活用についても協議を進めてい

くということで話し合いがなされているところ

であります。 

  今後については、県、それからチェリーナさ

がえ、グリバーさがえ、それから山形県成人病

検査センター、そして最上川ふるさと総合公園

の指定管理者なども、そういった勉強会に参加

していただきながら、協議を重ねて、また地域

の方々からも御意見をいただくなどして、仮称、

仮でありますけれども、寒河江かわまちづくり

計画というもの策定をして、その計画に基づい

た水辺空間の整備を進めていければというふう

に考えているところであります。この勉強会に

ついてはまだ始まったばかりということであり

ますので、御質問にもありました高瀬大橋、平
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塩橋を活用したサイクリングロード、遊歩道な

どの整備についても、チェリークア・パークの

全体活性化についても大変意義のある有効なも

のだというふうに考えますので、今後の勉強会

の中で大いに検討していただきたいというふう

に考えているところであります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ことしの１月に推進連絡協議会

の勉強会ということで、説明会なり、勉強会と

いうことで、大変、さらに進むものと思ってお

ります。ひとつ、チェリークア・パーク全体の、

総合運動公園も含めた全体の活性化に向けて、

ますます進めていただきたいものだというふう

に思います。その中でもありましたように、高

瀬大橋と平塩橋をも活用したサイクリングロー

ドや遊歩道の整備についても、勉強会の中で検

討したいということのようですが、特に平塩橋

についてはお見合い橋などというニックネーム

がついているようであります。平塩橋について

は、マスコミにも報道されているように、単に

寒河江市ということだけではなくて、西村山地

域全体の問題として取り上げていただき、サイ

クリングロードや遊歩道の整備とあわせて平塩

橋の改修にも力を入れていただきたいと思いま

すが、いかがお考えでしょうか、伺いたいと思

います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 平塩橋の改修については、これ

までも何度か御答弁を申しあげてまいりました

が、引き続き、県のほうにもお願いをしている

ということでありますけれども、全体のチェリ

ークア・パークの構想などとどういうふうにか

かわっていくのかということも大いに検討して

いかなければなりませんし、先ほど御指摘あり

ましたけれども、この平塩橋の利活用について

は、寒河江市民のみならず、周辺の住民の皆さ

んも大いに関係がある、そういう利活用してい

ただく橋でありますので、ぜひ周辺の自治体等

とも連携を図りながら、その整備について、改

修について検討を前に進めていけるように取り

組んでいきたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ありがとうございます。平塩橋、

何回も申しあげておりますけれども、やっぱり

なかなかそういうお見合い橋というのは今はな

いようでありますので、引き続き地域全体とし

て取り上げていただきたいというふうに思いま

す。 

  次に、通告番号…… 

○鴨田俊議長 杉沼議員、ちょっとお待ちくだ

さい。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時５分といたします。 

 休 憩 午前１０時５１分  

 再 開 午前１１時０５分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 それでは、続きまして、通告番

号７番、寒河江市の農業振興策についてお伺い

します。 

  １つ目は、農業所得向上に向けた６次産業化

の推進についてであります。 

  政府は、農政や労力分野などの「岩盤規制」

改革の断行とともに、地方創生や安全保障政策

など、戦後以来の大改革に取り組むと決意を表

明しました。農政改革では、ＪＡ、全中の一般

社団法人化など60年ぶりの農協改革として競争

力ある農業へと構造改革を進めるとしておりま

す。 

  この改革の中の農政について農家所得をふや

す農協改革を断行すると説明しました。この中

で、ＪＡ、全中の農協に対する監査権限廃止な

どは、岩盤規制打破の象徴としたが、農業再生、

生産性の向上、農家所得の向上にどのように結

びつくのか、具体的な内容説明がなく、全くわ
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からない状況です。 

  しかし、現政権が簡単に揺らぐ形勢になく、

本市の第５次振興計画実施計画にうたっている

６次産業化推進事業では、平成29年まで、セミ

ナー、イベントの開催であります。 

  昨日の県産農産物を使用した土産品の調査を

した結果、県産人気の特に高い土産品の定番で

あるお菓子などは70％が県外で加工製造されて

いるというふうに発表されております。こんな

ことから、県内で製造される土産品の割合をふ

やすことで、経済効果や雇用の創出に結びつけ

ていきたいというふうに県では発表をしており

ます。 

  したがって、当市におきましても政府の掲げ

る地方創生を活用し、本市の基幹産業である農

業を成長産業として捉え、雇用創出の場と、さ

らなる農業所得の向上を目指すため、６次産業

化をもう少しスピード感を持って進めるべきと

思いますが、その内容はどんなものなのか、市

長に御所見をお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ６次産業化の推進について御質

問でありますので、お答えをしたいというふう

に思いますが、一口に６次産業化と申しまして

もいろんな形態があるわけであります。 

  １つには、１次産業である生産者が加工など

の付加価値をつけたり、流通、販売コストの削

減により所得向上を図っていく場合。 

  ２つには、生産者と食品製造加工業者が連携

して商品を開発販売していく場合。 

  ３つには、発展形として、地域の観光などさ

まざまな主体の連携、協働によって地域全体を

活性化していく場合などということで、さまざ

まな６次産業化の形態があるわけでありますけ

れども、基本的には６次産業化によって生産者

が所得が上がって、雇用創出など元気が地域全

体に広がってよくなっていくというのが大切だ

というふうに言われているわけであります。 

  そういう意味で、６次産業化については事業

の実施主体の計画の策定から起業、その後の商

品開発、それから販路拡大までをサポートする

全体の体制というものが必要になってくるわけ

であります。 

  また、業を起こすためには販売力、商品企画

力のあるリーダーの育成、それからスモールビ

ジネスなどの情報提供による機運の醸成が必要

だというふうに言われているわけであります。

そういう全体的な環境の整備というものが必要

だというふうに言われております。 

  そういったことで、市としては、そうした環

境の整備のためのセミナーを開催をしていくと

いうことにしておりますし、また市内の農業、

商業、工業などの異業種間の連携を図るための

マッチングの場の提供なども進めていきたいと

いうふうに考えております。 

  また、実践的な面としては、地域特産物のブ

ランド化、地域特産物といっても、施政方針で

申しあげましたが、小姫芋でありますとか、食

用菊でありますとか、谷沢梅でありますとか、

そういう特産物のさらなるブランド化、商品化

などに向けた取り組みについても積極的に対応

していきたいというふうに思っているところで

あります。できるだけ、スピード感を持って対

応してまいりたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ありがとうございました。 

  とにかく、特に米価の下落などを受けて、非

常に農業所得が減っております。それらを回復

させるためにも、６次産業化の推進は、我々だ

けではなくて全国津々浦々で実施されているの

ではないかと思っております。したがって、つ

くるものをつくっても売れなければしようがな

いわけでありますから、販売面も研究していか

なければならない。リーダーも育成しなければ

ならないということでありますけれども、そう

いうものにつきましても、何年もかけてやるの
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では遅過ぎるのではないかというふうに思って

おります。 

  したがいまして、それらを非常にさまざまな

ことをやらなければ、準備しなければならない

わけでありますけれども、もっと前倒しでやる

ことはできないものなのかなというふうに特に

感じておるものですから、その辺はどうなんで

しょうか、もう一度お伺いしておきたいと思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども御答弁申しあげました

けれども、機運の醸成は確かに必要なので、そ

ういった環境整備というものを整えていかなけ

ればなりません。そういう意味でセミナーを開

催するということを申しあげましたが、毎年開

催をさせていただくことはもちろんであります

けれども、それ以外にも、先ほど申しあげまし

た異業種の連携のマッチングなどについても、

これは毎年設置をしていく。そして、事業化を

して販売まで結びつけていくということに取り

組ませていただきたいなというふうに思ってい

るところであります。 

  そういうことで、できるだけ前倒しをして機

運の醸成を図りながら実践面でもそういう具体

的な取り組みを通して、結果が出るように頑張

っていきたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 ありがとうございます。農家の

農業所得が減っているのは、２年も３年もかか

っているんじゃなくて、すぐさま影響が出てい

るわけでありますから、今ありましたように、

異業種間の問題、あるいはさまざまな問題があ

ろうかと思いますけれども、よろしく対応方を

お願い申しあげたいというふうに思います。 

  次に、耕作放棄地対策についてお伺いします。

木村農業委員会長のデビューを飾る質問をして

まいりたいと思います。 

  本市の基幹産業である農業の振興については、

国内外の販売から海外への輸出まで幅広く、市

長みずからトップセールスをして振興策に取り

組んでおられること、大変うれしく思っており

ます。ありがとうございます。 

  しかし、近年、農業従事者の高齢化が進み、

耕作放棄地や荒廃農地が多くなっているものと

思います。本市の農地は平坦地だけでなく、山

間地や中山間地的なところまで多種多地域にわ

たっております。今では山間部だけでなく、平

坦地においても耕作放棄されている農地がたく

さん見受けられます。 

  農業委員の方を中心として、これらの耕作放

棄地を調査していることと思いますが、近年、

その面積は、平坦部、山間地においておのおの

どのように推移しているのか、お伺いしたいと

思います。 

○鴨田俊議長 木村農業委員会会長。 

○木村三紀農業委員会会長 デビュー２戦目であ

りますので、昨年７月のデビューで９月の質問

に際しまして川越議員のほうから質問を受け、

２戦目でありますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

  さて、耕作放棄地対策についての質問でござ

いますけれども、耕作放棄地は市、山形県のみ

ならず、全国の大きな問題となっております。

全国合計しますと大体埼玉県と同じ面積ぐらい

の耕作放棄地があるのかなと認識しているとこ

ろでございます。 

  さて、本市の耕作放棄地の状況につきまして

でありますけれども、荒廃農地の発生・解消状

況に関する調査要綱に基づきまして、毎年８月

下旬から９月の上旬にかけて農業委員会、農林

課、農協職員、あと各地区の農業事業改善組合

の皆様と一緒に農地パトロールを実施している

ところであります。 

  農地パトロールによりますと、耕作放棄地の

調査状況としましては、中山間地域に指定され

ている高松、醍醐、我が白岩地区に多くなって
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おります。年度ごとにしますと、平成21年度に

は40.5ヘクタール、平成26年度は48.3ヘクター

ルと５年間で7.8ヘクタール増加しているよう

な状況であります。また、平坦部が多いその他

の地域も平成21年度は25.4ヘクタール、平成26

年度において27.4ヘクタールと５年間で２ヘク

タールほど増加しております。市全体では、こ

の５年間で9.8ヘクタール増加している状況に

あります。 

  また、この５年間で解消されました面積は、

山間部で22ヘクタール、平坦部で16.2ヘクター

ル、市全体では38.2ヘクタールとなっておりま

す。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 先ほどは、デビューを飾るなん

て、失礼をしました。 

  それでは、耕作放棄地の今の御答弁を聞きま

すと、最近５年間で耕作放棄された面積が寒河

江市全体で9.8ヘクタールというふうなこと。

それから、解消された面積が38.2ヘクタールと

いうことのようですが、そのようなこととすれ

ば、耕作放棄地は５年前から比べますと、現在

は減少していると理解してよろしいんでしょう

か、お伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 木村農業委員会会長。 

○木村三紀農業委員会会長 先ほどお答えしまし

た耕作放棄地の面積につきましては、各年の面

積を申しあげたものでありまして、耕作放棄地

解消後の面積となっております。平成21年度か

ら平成26年度までは、この５年間、48ヘクター

ル発生している状況であります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 先ほどの私の解釈の違いで、

40.5ヘクタールが発生しているということであ

ったんですね。５年間で7.8ヘクタール増加し

たのではなくて、耕作放棄地面積が新たに発生

した場所がふえたということのように理解をし

てよろしいんでしょうか。 

○鴨田俊議長 犬飼農業委員会事務局長。 

○犬飼敬一農林課長（併）農業委員会事務局長 

 耕作放棄地の面積で、先ほど木村会長が御答

弁申しあげたのが、その年の耕作地の全体の面

積でございます。それに対しまして、各年度、

耕作放棄地の解消なんかも行われています。そ

れが、そのトータル、累計が、一番上に申しあ

げました38.2ヘクタールが解消になったという

ことでございます。５年間で9.8ヘクタール増

加しております。これと解消になった38.2ヘク

タール、これが実際にはこの５年間で新たに耕

作放棄地として確認された面積ということでご

ざいます。 

  これから38.2ヘクタール解消されまして、実

際の純増、実際にふえた面積が５年間で9.8ヘ

クタールというふうな数字になります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 どういうふうに、ちょっと理解

したらいいかわからない。難しくてわからなく

なってきた。 

  じゃあ、もう一度お伺いします。現在の耕作

放棄地は幾らになるのか。26年末ですね。中山

間地が48.3ヘクタール、平坦地が27.4ヘクター

ルというふうな、そのものに理解してよろしい

のか。それとも、別な数字があるのか、もう一

度お尋ねしたいと思います。 

○鴨田俊議長 木村会長。 

○木村三紀農業委員会会長 今、杉沼議員がおっ

しゃったことに間違いございませんので、その

ように御理解してもらえればと思っております。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 そうしますと、先ほどの解消さ

れた面積が38.2ヘクタールもあるわけですから、

耕作放棄地は減っているというふうに改めて理

解してよろしいんでしょうか。 

○鴨田俊議長 犬飼農業委員会事務局長。 

○犬飼敬一農林課長（併）農業委員会事務局長 

 再度御説明申しあげます。耕作放棄地が新た
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に発生した分、そしてまた解消された分、これ

らの差し引きの中での面積を説明させていただ

きます。 

  中山間地につきましては、平成26年度で48.3

ヘクタール、平坦部におきましては27.4ヘクタ

ール、合計で75.7ヘクタール、これが平成26年

度の寒河江市の耕作放棄地の全体面積でござい

ます。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 なかなか理解するに難しくなっ

てきた。 

  そうしますと、１点だけ。中間地の先ほどの

平成26年度で48.3ヘクタール、５年間で増加し

たのが7.8ヘクタールで、解消されたのが22ヘ

クタールとしますと、48.3ヘクタールから22ヘ

クタール解消されておりますと、現在の中山間

地の耕作放棄地は26.3ヘクタールというふうに

理解してよろしいんでしょうか。 

○鴨田俊議長 犬飼事務局長。 

○犬飼敬一農林課長（併）農業委員会事務局長 

 中山間地で申しあげますと、26年度の48.3ヘ

クタールというのは、耕作放棄地が解消された

22ヘクタール後の面積でありまして、中山間地

だけ申しあげますと、５年間のトータルで解消

された面積が22ヘクタール、これは差し引きす

るものではございません。あくまでも26年度の

中山間地の面積は48.3ヘクタールというふうに

なっております 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 わかりました。 

  じゃあ、次に、耕作放棄地対策は具体的にど

のように行っているのかを教えていただければ

と思います。 

○鴨田俊議長 木村農業委員会会長。 

○木村三紀農業委員会会長 お答えします。耕作

放棄地の対策につきましては、調査結果取りま

とめ後の１月に耕作放棄地となっております農

地の所有者に対しまして、文書で今後の意向を

確認しております。そして、確認した意向を踏

まえ、農地中間管理機構や農地利用集積円滑化

団体への貸し付けやあっせんなど、農地の利用

調整と有効利用を進めております。 

  また、中間管理機構に関しまして、今年度意

向調査の対象となった374人に通知した結果の

主な状況は、中間管理機構への貸し付け希望者

が63名、農用地集積円滑化団体への貸し付け希

望者が97名、みずから耕作する意思を示してい

るのは８名となっております。貸し付け希望を

しているものにつきましては、耕作放棄地の解

消を図るために、これからも農地の利用調整を

図っていきたいと考えております。 

  また、農業委員会では、平成23年11月に耕作

放棄地再生プロジェクトチームを結成しました。

その年の12月に荒廃リンゴ園20アール、また、

昨年４月には荒廃ブドウ園67アールの再生作業

を委員みずから実施し、耕作放棄地の解消を図

って、担い手、新規就農者等に貸し付けを行っ

ております。 

  そのほか、寒河江市耕作放棄地対策協議会が

耕作放棄地を再生するものに耕作放棄地緊急対

策交付金を交付するとともに、寒河江市独自で

耕作放棄地の再生面積10アール当たり３万円を

交付しまして、耕作放棄地の解消に努めている

ところであります。 

  このような取り組みを行っていることが、昨

年度、東北農政局管内の耕作放棄地解消の実践

事例集にも取り上げられたことから、今年度は、

県内外の５市の農業委員会の視察を受け入れ、

本市農業委員会の取り組みを紹介したところで

あります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 リンゴ園の20アールやブドウ園

の67アール、農業委員の方みずからが実践して

耕作放棄地対策に取り組んでいるということ、

大変すばらしいことだと思います。大変御苦労

さまでございました。 
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  次に、再生された耕作放棄地にはどんな作物

を奨励されているのか、お伺いしたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 木村農業委員会会長。 

○木村三紀農業委員会会長 耕作放棄地から再生

された農地で栽培される作物につきましては、

各農家がそれぞれの営農方針などに基づき決め

ている状況にあります。これまで、耕作放棄地

の再生に取り組んだ状況を見ますと、ニンニク、

サクランボ、野菜、ジャガイモ、あとスイカな

どを栽培した事例があります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 なぜこんなことを申しあげるか

というと、最近の山間地の耕作放棄地は、荒廃

農地と化しております。鳥獣のすみかとなって

いるものと思われます。この辺での有害鳥獣は

カラスやムクドリ、熊などと考えておりますが、

私は以前にも質問したことがありますが、私た

ちの食糧であります農産物生産にとって、最も

厄介な有害鳥獣動物のイノシシが生息し出して

おります。イノシシは、自然動物でありますの

で、豚の約半数の１回で６頭から７頭、年間３

回から、多いものですと４回の繁殖、ふえ出し

たら手をつけられなくなる危険性をはらんでい

る動物です。それらに対する対策などは何か考

えておられるのか、市長にお伺いをいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 耕作放棄地のお話でありますけ

れども、耕作放棄地の発生というのは、御指摘

のように、野生動物の餌場、それから隠れ家と

いうふうになってしまっている。そのことによ

って鳥獣被害発生の原因になりつつある、なっ

ている、なりかねないと、こういうことであり

ます。 

  御質問はイノシシの被害ということでありま

したが、御案内のとおり、山形県には以前は生

息していないと言われていたわけでありますけ

れども、最近は、目撃あるいは捕獲などが見ら

れております。平成19年以降は、イノシシによ

る農作物の被害についても報告をされている状

況であります。 

  平成25年度の被害状況を見ますと、寒河江市

では被害報告は受けておりませんけれども、目

撃や足跡などの情報が寄せられております。県

全体では、被害面積は33.5ヘクタール、被害金

額は実に1,176万9,000円となっているようであ

ります。作物別に見ると、水稲がおよそ９割を

占めているということであります。御指摘のと

おり、繁殖力が旺盛なことから、さらに今後、

被害の拡大が懸念されている状況であります。 

  寒河江市におきましては、鳥獣被害対策につ

いて、今年度、有害鳥獣被害軽減モデル事業に

よりまして、１つには熊対策用の電気柵設置を

支援しているところでありますし、また、猟友

会の寒河江分会と委託契約を結んで鳥獣被害の

捕獲をお願いをしているところであります。 

  さらに、今般、被害防止のための施策を総合

的かつ効果的に推進をしていくために、去る２

月13日に県、それから農協、猟友会、町会長連

合会、農業委員会、そして寒河江市を構成団体

とする寒河江市鳥獣被害防止対策協議会を設立

させていただいたところであります。 

  また、年度内にツキノワグマ、イノシシ、ハ

クビシンなどを対象鳥獣とする寒河江市鳥獣被

害防止計画を策定する予定であります。現在、

県と協議を進めているところであります。 

  今後の対策ということになりますが、猟友会

に引き続き捕獲をお願いするということになる

わけでありますけれども、今、国が進めており

ます鳥獣被害対策実施隊というものを設置をで

きないか、鋭意検討を進めていきたいというふ

うに考えております。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 時間がないので急いで進めてま

いりますけれども、先ほどのイノシシの被害に

どういうふうな被害状況を調査をしたのかわか
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りませんが、25年度の県の調査では33.5ヘクタ

ール、被害金額が1,176万9,000円ということで、

その９割が水稲ということでありましたが、そ

の辺がちょっとわからないんです。イノシシの

特性として、水田に入って、水田にミミズはい

ないとは限らないんですが、どちらかというと、

餌がミミズです。鼻と牙で土を掘り返して、そ

して食べるというのがイノシシの特性でありま

すので、水稲の被害が９割というのはどうも合

点がいかないところがあるんですけれども、時

間がありませんので、それらについては求めな

いでいきたいと思います。 

  イノシシの被害からの予防を図るため、優良

農地との緩衝帯をつくるためにも、耕作放棄地

の解消を図ることは大変重要であります。しか

し、ただ、「解消、解消」と唱えていてもだめ

だと思います。そこで何を植えるかが必要なの

ではないだろうかと思います。 

  先ほどの答弁ですと、ニンニク、サクランボ、

ジャガイモ、スイカと野菜とか、そういうもの

に非常に植えられておるようでありますが、そ

れだけではなくて、近年、東洋医学志向が強く

なったのかわかりませんが、高齢者でも栽培可

能な漢方薬の生薬の栽培などがいいのではない

かと考えられますが、いかがでしょうか、市長

の御所見をお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 鳥獣被害防止のため、緩衝帯の

設置などについて、生息するエリアと優良農地

の管理をきちっと分けていくという意味では大

変有効な対策だというふうに思っておりますし、

とりわけ、今御指摘のように、そういう場所に

生薬などを植えていくということも一つの方法

なのではないか。それが収益が上がる作物であ

ればなおいいということ。一石二鳥になるとい

うようなことも言えるかと思いますので、どう

いう生薬が適するのか、有効なのか、方策など

はどういったものなのか、これからいろいろ研

究してまいりたいというふうに考えているとこ

ろであります。 

○鴨田俊議長 杉沼議員。 

○杉沼孝司議員 最近の医者に行っての処方箋、

どこに行っても、漢方薬が「袋にいっぱいもら

ってきたなよ」というのが非常に多く聞かれま

す。したがって、医療関係者のそういう処方箋

も漢方薬というか、そういうものが非常に多く

なっているのかなというふうにも思います。 

  特に山間地での生薬栽培が多くなっている地

域などもたくさんあります。山間地での生薬栽

培が急拡大、これは高知県のことでありますけ

れども、特にそういうものが多いようでありま

すので、ひとつ、なお一層研究をしていただき、

そういう面の指導もしていただけたら大変いい

のかというふうに思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

  これで私の質問を終わらせていだたきます。 

 

 登代子議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号８番、９番について、

10番 登代子議員。 

○ 登代子議員 おはようございます。 

  ３月とはいえ、きょうは吹雪で、まだまだ春

は遠いように感じられます。早朝からの傍聴、

御苦労さまでございます。平成23年３月11日に

起こった東日本大震災から間もなく４年になろ

うとしております。２万人ものとうとい人の命

を奪ったあの大惨事は忘れることができません。

私たちにとりましても大きな教訓となりました。 

  寒河江市では、昨年12月に設置された防災無

線により市民の安心・安全が確保されました。

感謝を申しあげます。 

  それでは、２期目最後の質問に入らせていた

だきます。私は、新政クラブの一員として、通

告番号８番、市民の健康推進についてお尋ねい

たします。 
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  本市において平成35年までの将来を見据えて、

第２次健康さがえ21が策定されました。目指す

べき姿は、生き生きと健やかに暮らせる地域社

会の実現であり、基本目標は健康寿命の延伸で

あります。 

  平成26年７月の厚生労働省の発表によると、

日本人の平均寿命は、男性が前年度より0.27歳

上回り80.21歳で、女性は前年度より0.2歳上回

り86.61歳で、女性は２年連続の世界一であっ

たと報告されています。 

  本市の寿命は、平成22年現在で、男性が81.8

歳で、女性は86歳となっており、男性は全国及

び県平均を上回っているのに対して、女性は全

国及び県平均を下回っています。 

  男女ともに平均寿命の延びが見られる中、が

ん、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病での

死因が多くなっています。日本の死因別死亡数

でがんは１位で、厚生労働省の調べによると平

成23年には全死亡者の3.5人に１人ががんで死

亡しています。 

  本市においても、平成23年の死亡原因の第１

位はがんで、約24.5％を占め、がん死亡者113

人のうち、気管支・肺がんは23.9％で１位とな

っております。次いで大腸がんは20人の17.7％

で、胃がんは16人の14.2％でした。平成24年度

のがん検診受診率は、胃がんは32.5％、肺がん

は41.0％、大腸がんは41.7％、子宮がんは

42.3％、乳がんは34.4％でした。さらに受診率

の向上を目指すための推進をお願いいたします。 

  がんは、早期発見し早期治療することで治る

確率が高くなり、特に乳がん、子宮がん、胃が

ん、大腸がん、肺がんなどの５種類については、

検診を受けることで死亡率が低下すると言われ

ています。市民の健康寿命の延伸のための定期

検診は欠かせないものであります。がん検診受

診率アップに向けての取り組みについて質問さ

せていただきます。 

  市長にお伺いいたします。 

  初めに、本市において平成25年度のがん検診

受診率と精密検査受診率はどのようなものであ

ったのか、お伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 議員から健康増進について、

推進についての御質問をいただきましたので、

早速お答えをしたいと思いますが、平成25年度

の寒河江市のがん検診受診率、胃がん検診につ

いては26.5％、肺がんと大腸がんはそれぞれ

35.0％、同率ですね。それから、子宮がんにつ

いては41.1％、乳がんについては31.5％となっ

ております。 

  また、検診の結果、精密検査が必要と判断さ

れた方の精密検査の受診率でありますが、胃が

んの場合は79.5％、肺がんの場合は83.6％、大

腸がんの場合は74.7％、子宮がんについては

66.7％、乳がんについては89.6％という結果に

なっております。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 今、市長から答弁がありまし

たが、平成24年度よりも受診率が下がっている

ようです。その要因はどのようなものなのか、

お尋ねいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 25年度の数字、24年度から比べ

て数字が下がっているということでありますが、

理由といたしましては、受診率の算定方法につ

いて、受診率の算定方法というものは全国的に

統一されたものが今までなかったようでありま

す。各市町村が独自の方法で用いていたために、

市町村間あるいは都道府県においての実施状況

の比較が困難であったという状況があります。

そういったことで、解消するために、厚生労働

省のほうで、がん検診等の評価に関する委員会

のほうから、算定方法が新たに提示をされて、

その算定方法を用いて算定した結果が25年度の

数字と、受診率というふうになっているところ

であります。 
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  前年に比し下がっているように見えるわけで

ありますけれども、従来の方法で25年度の数値

を算定をいたしますと、前年度より上がってい

るということでありますから、我々としては、

いろんな取り組みが少しずつではありますけれ

ども、実を結んでいるというふうに認識をして

おります。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 本市のやり方では、平成25年

度よりも上がっているという答弁でございます。

これからも積極的に取り組んでいただきますよ

うよろしくお願いいたします。 

  次に、がん検診を受けて要精密検査と診断さ

れた場合に検査を受けない人がいると伺ってお

ります。まずは、平成25年度の要精密検査の年

代別受診率についてお伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど、がん別に精検の受診率

を申しあげましたが、年代別ということで申し

あげたいというふうに思います。これはトータ

ルとして要精検の延べ数における受診者数の延

べ数というふうに御理解をいただきたいと思い

ますが、40代以下の方が68.5％、50代の方が

78.8％、60代の方では76.2％、70代の方が

83.4％、80代以上の方が88.7％という数字にな

っております。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 ただいま答弁をいただいた数

字を伺いますと、どうも40代以下の若い世代が

低いように感じます。各世代の受診率を上げる

ことはもちろんでありますけれども、特に若い

世代の受診率を上げることが大切であると考え

ています。 

  私が聞いている主な理由として、特に若者は、

「仕事が忙しく時間がとれない」、「新たにお金

がかかってしまう」などの理由で受診できない

ようです。 

  市としては、受診しない要因はどのように把

握されているのか。また、これまでどのような

方策をとってこられたのか、お伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 若者の精検の受診率の低下の理

由ということでありますが、これは全国的にア

ンケートがされております。平成25年１月と平

成26年11月に内閣府によるがん対策に関する世

論調査というものが実施をされております。全

国から抽出された3,000人の方を対象にしたも

ので、これは一次検診についての調査でありま

すけれども、40代以下の若い世代のがん検診未

受診率、未受診の理由としては、やっぱり「受

ける時間がないから」、また「費用がかかり、

経済的にも負担になるから」が大きな割合を占

めているということであります。 

  市のほうでも、保健師による精密検査未受診

者への訪問勧奨を行っておりますが、その際の

聞き取りでも同様の声があることを把握してお

ります。受診しやすい環境づくりが課題の一つ

だというふうに認識をしているところでありま

す。 

  また、健康についての意識づけ、検診への理

解を深めるための啓発というものも基本的に重

要だというふうに思っているところであります。 

  今年度、新たな取り組みとして、成人病検査

センターで実施された市の総合健診におきまし

て、対象を30代から40代の方までに限定をした

健診日を４日設けまして、保健師が赴いて健康

についての講話を行わせていただくとともに、

精密検査が必要となった場合は速やかに医療機

関を受診されるように、精検の重要性について

啓発を実施しているところであります。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 ただいまの答弁によりますと、

やはり市民からの声が、私が聞いているような

状況で、時間がない、金がないなどの調査結果

が出ているようでございます。今後も若い世代

の人が受診しやすいような取り組みを、今申し
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あげられた取り組みを充実していただきますよ

う、よろしくお願いいたします。 

  それでは、次の質問をさせていただきます。

一次検診の受診率を上げることにより、がんの

早期発見にもつながります。がんが重症化して

から発見されるより、早期発見し治療すること

により保険料が軽減されることから、市として

新たな受診率アップに向けた取り組みはどのよ

うに考えているのか、お伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 受診率アップへの取り組みとい

たしましては、現在、国の補助事業を活用いた

しまして、特定年齢対象者への大腸、乳、子宮

がん検診無料クーポン事業というものを実施さ

せていただいております。 

  また、市の独自事業として、先ほど申しあげ

ましたが、今申しあげた国の補助事業以外の特

定年齢対象者への乳がん検診無料クーポン事業、

さらには40歳のがん検診、特定健診が無料とな

る40歳応援券の事業などもさせていただいて、

できるだけ受診者の負担軽減を図っていってい

るところであります。 

  また、健診日の設定についても、山形県成人

病検査センターと連携をさせていただいて、セ

ンターにて実施をされる市の総合健診と女性の

がん検診であるレディース検診の同日実施を行

わせていただいております。また、医療機関で

の子宮がん個別検診の期間延長なども実施をさ

せていただいて、できるだけ検診に訪れやすい

ような環境づくりを進めているところでありま

す。 

  また、クーポンの対象者の方に対して、検診

の啓発を目的に、がんについての情報を掲載し

たがん検診手帳というものを配付させていただ

いております。また、若いうちからというお話

もありましたので、成人式において市作成のチ

ラシを配付させていただいて、若い方へも啓発

を進めているというふうにしているところであ

ります。 

  今後も引き続き、取り組みを充実させていた

だきたいというふうに考えておりますし、新た

に働く世代へのがん検診の啓発の充実を図って

いくために、事業所のほうへ啓発的な活動、効

果的な活動を展開していく必要があるというこ

とで検討をしているところであります。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 ただいま市長の答弁にもござ

いましたように、受診率アップに向けたさまざ

まな取り組みをなさっていることに大変感謝申

しあげます。 

  次に、平成21年から会社勤めの人や平日受診

できない人のために土曜日健診を行っておりま

すが、土曜日健診実施後は受診率は上がってい

るのか。そして、もし上がっているとすれば日

曜日の健診もできないものなのか、お伺いいた

します。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 議員御指摘のとおり、平成21

年度から成人病検査センターの御協力のもとに

土曜日にも健診日を設けてきたところでありま

す。26年度、今年度は総合健診が52日間あった

わけでありますけれども、そのうち特科を土曜

日に設定をしたところであります。21年度に比

べて総体としては受診率は向上しているわけで

あります。ただ、総体としては向上しておりま

すが、土曜日だけ急に上がっているということ

には、数字的にはなっていない状況にあろうか

というふうに思います。 

  そういう意味で、御提案の日曜日の健診につ

いてでありますけれども、成人病検査センター

のほうでの医師の確保あるいは職員の体制など

の課題もあるわけであります。そういう意味で、

まずは土曜日の健診について、一層の周知を図

って、その上で受診率の動向を踏まえて、日曜

の健診について検討していきたいというふうに

考えております。 
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○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 ただいま市長の御答弁で、受

診率アップに向けた取り組みにつきましては、

さまざまな方法で支援をされていただいている

ようであります。市民一人一人が生き生きと健

やかに暮らせるために、これまで以上の健康推

進をよろしくお願いいたします。 

  次に…… 

○鴨田俊議長 議員、ちょっとお待ちくださ

い。 

  この際、暫時休憩いたします。 

  再開は１時ちょうどといたします。 

 休 憩 午後 ０時０１分  

 再 開 午後 １時００分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  議員。 

○ 登代子議員 次に、通告番号９番、寒河江

市オリジナル健康体操の普及についてお伺いい

たします。 

  日常生活が便利になり、仕事や家庭で体を動

かすことが少なくなっています。身体活動、運

動不足は、生活習慣病や高齢者の寝たきり、認

知症の原因であると言われています。本市にお

いては、昨年、市制施行60周年に合わせ、～活

動的な85歳を目指そう！～、寒河江市オリジナ

ル健康体操を制作されました。市民歌に合わせ

行うゴムバンドを使った筋力運動ののびのび体

操と自分の好きな音楽に合わせてできる腕と足

の組み合わせにより脳も活性化できるスカット

体操の２種類があります。 

  この体操を普及させるため、佐藤市長がみず

から出演したＤＶＤも作成されたことは大変よ

いことだと思います。インターネット上のＹｏ

ｕＴｕｂｅからも映像をごらんになっていただ

けますので、市民の皆さんにもぜひごらんいた

だければと思います。 

  この体操は、誰もが楽しめる体操であります

ので、市民の健康増進のためにも寒河江オリジ

ナル健康体操をどんどんＰＲしていただき、市

民の皆さんにも実践していただきたいと思い、

質問をさせていただきます。 

  寒河江オリジナル健康体操は、若い世代から

高齢者まで、仕事の合間や昼食時間に短時間で

誰にでもできる体操であります。市役所、市内

の企業、各スポーツ団体、高齢者サロン等へ寒

河江オリジナル健康体操の実践の普及強化を図

っていただきたいと思いますが、この件につい

て御所見をお伺いいたします。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 議員御指摘のとおり、寒河江

市オリジナル健康体操、寒河江市民歌のびのび

体操とスカット体操、２種類あるわけでありま

すが、どの年代の方にも簡単にできるというこ

とであります。健康づくり、介護予防、ストレ

ス解消などの目的に合わせて、ぜひ毎日の生活

の中で取り入れていただきたいなというふうに

思っているところであります。 

  これまで、市としても市主催の健康教室ある

いは地域での出前講座、高齢者サロンなどで実

践をしたり、市内企業の健康事業と連携をして

体操の発案者の講演でありますとか、市の保健

師による実施指導を組み合わせた教室などを開

催するなどして、その普及に努めてきたところ

であります。 

  また、さくらんぼウォークやゆめタネ＠さが

えでのステージイベント、さらには山形ビッグ

ウィングで開催されましたやまがた健康フェア

で披露するなど、広く内外にも発信してきたと

ころであります。これまでの参加者は延べ

1,700人以上に上っているというふうに聞いて

おります。 

  さらに市立病院の待合所で体操の紹介ＤＶＤ

を流しておりますし、また市内医療機関や事業

所などに体操のパンフレットを配置をさせてい

ただくなどしてＰＲを努めているところであり
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ます。こうした体操、運動は継続して習慣化し

ていくということが大変大事でありますので、

市民対象の各種教室あるいはスポーツ大会など

の機会を捉えて一層のＰＲを図り、ぜひ習慣化

をしていただきたいなというふうに思います。 

  また、市の施設や企業での活用についても検

討、働きかけを今後も一層続けてまいりたいと

いうふうに考えているところであります。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 ただいまの市長の御答弁によ

りますと、習慣化していくということが、三日

坊主ではいけないということですけれども、や

はり私たち市民もずっと生きている限り、そう

いう体操など、スポーツすること、そしてウオ

ーキングなども習慣化していきたいというふう

に、健康推進のために私たちも実践していく心

がけが必要かと思っております。ぜひに市のほ

うの対応といたしましても、御支援をよろしく

お願いしたいと思っております。 

  次に、ハートフルセンターは市民の健康施設

の中核でありますので、ハートフルセンターで

行われるさまざまな事業においても、この寒河

江オリジナル健康体操を行っていただきたいと

思っております。 

  昨年12月18日、ハートフルセンターにおいて

寒河江市食生活改善推進協議会ヘルスメートの

パートナーシップ事業、生活習慣病予防教室で

のスカット体操に挑戦されたと聞いております。

こうした事業への取り組みを広げていくための

方策はどのように考えているのか、お尋ねいた

します。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、ハートフルセ

ンターでは、健康に関する市主催の教室であり

ますとか関係団体の事業などが年間を通して数

多く開催されているわけであります。こうした

事業の参加者は、当然のことながら健康づくり

への関心が非常に高いわけでありますので、こ

ういった健康体操にも大変興味を持って取り組

んでいただけるのではないかというふうに思っ

ています。実施の団体などからも御理解と御協

力をいただきながら、できるだけ機会を捉えて

実践を通した普及を図っていきたいというふう

に思います。 

  先ほど御指摘のありましたとおり、この体操

のやり方については、ホームページからもごら

んいただけますし、何度も繰り返して見ること

ができますから、身につくのではないかという

ふうに思います。教室に参加した方が自宅に帰

って、家庭や地域の中でも実践していただける

ように、ホームページの活用などについてもさ

らに情報提供していきたいというふうに思いま

す。 

  こうした市民の健康づくりに役立つ体操であ

りますので、職員も率先して実践をして広く浸

透させていくということも必要だというふうに

思います。職員みずからの健康づくり、来寒者

へのＰＲの観点からも、例えばお昼の休憩時間

などを活用した体操の実践などについても検討

していきたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 議員。 

○ 登代子議員 御答弁ありがとうございまし

た。 

  ただいま市長のほうからありましたけれども、

やはり市民もそうでありますが、何といっても

寒河江市役所の職員の皆様から実践していただ

きたいと強く思っているところでございます。

そして、みんなが、寒河江市民が生涯にわたり

健康的な生活が営めますよう、寒河江オリジナ

ル健康体操の普及強化をよろしくお願いいたし

まして、私の一般質問を終わらせていただきま

す。 

  ありがとうございました。 
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遠藤智与子議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号10番、11番について、

３番遠藤智与子議員。 

○遠藤智与子議員 東日本大震災より間もなく丸

４年になろうとしています。復興はまだまだお

くれており、福島では放射能の汚染水流出を知

っていながら国民に知らせていなかった問題も

明らかになりました。早く本当の春一番が日本

列島に吹き渡ることを願うものです。 

  それでは、質問に入ります。私は日本共産党

と通告してある質問内容に関心を寄せている市

民を代表して、以下、佐藤市長に伺います。誠

意ある答弁をどうぞよろしくお願いいたします。 

  まず初めに、通告番号10番、暮らしやすいま

ちづくりについて新規市営住宅整備計画につい

て伺います。 

  現在、寒河江市は老朽化により機能しない市

営住宅があり、公営住宅が減ってきている一方、

若者世帯はふえている状況です。子供の医療費

の無料化を中学３年まで拡大したこと、また第

３子以降の保育料の無料化の対象を拡大し、子

育て、定住、住宅建築事業等に力を入れるなど、

市長の公約である子育て支援の実現に努力する

姿勢は高く評価されるものです。 

  一方、雇用の現状は、一昨年６月議会の市長

答弁によりますと、非正規雇用が33.2％であり、

まだまだ不安定な労働環境があり、高い民間住

宅に住むことは難しい家庭が多くなっています。

より低廉な住宅に住みたいという要望が私のと

ころにも寄せられており、内容は深刻です。 

  公営住宅をふやすべきと考えますが、実施計

画では27年度に計画策定とあります。このこと

について、まずは市長御自身のお考えを伺いた

いと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 市営住宅の今後の計画というこ

とでありましょうが、子育て支援ということで

取り組ませていただいております。とりわけ子

育てしている若い世代の経済的な負担の軽減と

いうことは、大変重要な課題でありますので、

いろんな面で負担の軽減に向けた取り組みをさ

せていただいていくということでありますし、

御指摘のような、やっぱり雇用の情勢というも

のを改善していくということがその抜本的な解

決の糸口にもなっていくんだろうとういふうに

思っているところであります。 

  そういった関連で、若い人たちが住めるよう

な住環境の整備というものの御質問であります

が、市営住宅については、先ほど御指摘があり

ましたが、現在もいろんな形であきが出た場合

に募集をさせていただくという状況になってい

るわけでありまして、この２月にも６戸の募集

をさせていただいて、11世帯から希望があった

わけであります。中でも、世帯主の方が40歳以

下の若い世帯の方々がその中で７世帯ありまし

て、希望の中で。低廉な住宅への入居を多くの

方が希望していらっしゃるという状況だという

ふうに思いますし、何とかそうした方々の希望

を充足するようにしていくということは大変重

要な課題だというふうに認識をしているところ

であります。 

  そういった状況を踏まえながら、先ほど御指

摘ありましたけれども、新年度に公共施設総合

管理計画というものを策定するということでな

っております。住宅の需要調査、それから整備

の基本的な方針、さらには供給目標、管理戸数

などを検討した上で、具体的な整備計画を立て

ていくということにしていく予定にしておりま

す。その中で、御質問の市営住宅のあり方につ

いても、できるだけ早く具体策を決めていく必

要があるというふうに認識をしておりますので、

その準備を進めているという状況であります。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 やはり、まずは雇用状況の改
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善が抜本的な問題だとしながらも、市営住宅の

具体的な推進状況というものを考えていくとい

うお話でございましたけれども、27年度の市政

運営の要旨の中でも述べられましたように、若

年層の定住人口の増加を目指すということであ

りました。 

  そうであれば、老朽化した市営住宅の改修、

改築だけではなく、やはり増設ということをぜ

ひにも考えていっていだたきたいというふうに

思うわけでありますが、これについていかがお

考えでしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども申しあげましたけれど

も、どの程度のニーズがあるのかということが

やっぱり基本だろうというふうに思います。仮

に、そういうニーズがやはり想像以上に高いと

いう、調査の結果そういうことになっていくん

だということになれば、そういう対応を全体と

して考えていかなければならないというふうに

思っているところでありますので、必ずしも減

らすとか現状維持だということにはならないと

いうふうに思いますので、そこら辺は来年度き

ちっと検討、踏まえた上で対応方針というもの

を決めていきたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 あくまでニーズを調査して考

えていくということで、減ることはない、維持

することということもないという大変……、首

をかしげていらっしゃいますが、希望のある答

弁というふうに受けとめさせていただきました。

ありがとうございます。 

  2011年３月に閣議決定されました住生活基本

計画というものがありまして、公営住宅等公的

賃貸住宅を的確に供給するとともに、民間賃貸

住宅への円滑な入居の支援を推進し、これらが

相まった重層的かつ柔軟な住宅セーフティーネ

ットの構築を目指すとしています。 

  都道府県の住生活基本計画と市町村の住生活

基本計画などで具体化されるということなので

すが、この中で、公営住宅の供給については、

地方公共井団体は常にその区域内の住宅事情に

留意し、低額所得者の住宅不足を緩和するため

必要があると認めるときは、公営住宅の供給を

行わなければならないという国の住生活基本計

画というものがありました。 

  このようなものとのかかわりの中で考えてい

かれるというふうにも思うのですけれども、現

在の市営住宅の戸数と場所についての状況をお

聞かせ願いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在の市営住宅の戸数について

は、５団地198戸であります。所在地というこ

とでありますが、高屋地内に高屋住宅10戸、そ

れから西浦住宅20戸ということで２団地あるわ

けであります。そのほかに緑町地内に西寒河江

住宅16戸１団地、それから日田地内にひがし団

地96戸１団地、それから高田地内に高田団地56

戸の１団地ということで、合わせて５団地の

198戸の住宅戸数があるということであります。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 高屋、西浦、西寒河江、日田

等、５団地に198戸数ということでございます。 

  やはり私たちも住むところといいますと、便

利な場所、住みやすい場所というのが望みであ

ります。そういう意味合いにおきまして、この

５団地の場所については、市長としましてはど

のようにお考えになっているのかなと、高屋、

西浦、西寒河江、日田、緑町、あと高田という

ことでございますが、大体、この場所について

は、今後の計画についてもいろいろ考えられる

ことがあろうかと思いますけれども、どのよう

な場所についてなっていくのか、もしわかりま

したら、今のお考えの中に少しでもございまし

たら、お聞かせ願えればと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど、ニーズ調査、需要予測
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などをさせていただくということも申しあげま

したが、あわせて、現状の施設そのものが大変

老朽化している施設もあるわけでありますので、

その施設をどういうふうに転換をしていくかと

いう問題も生じてくるというふうに、一緒に考

えていかなければならんというふうに思います

し、実際今入居されている方がいらっしゃるわ

けでありますから、その団地を、住宅を例えば

改修をしていくなどということになると、どう

いったふうに改修をしていくかということにつ

いて、場所をどういうふうにするかなどについ

ても、そういう需要予測と一緒にあわせて検討

していくということになるんだろうというふう

に思います。 

  ですから、先ほど、全体の公共施設の管理計

画をつくって、その後に市営住宅をどうしてい

くかという御答弁を申しあげましたのは、そう

いう意味で、市営住宅をいうふうにしていくか

ということを、やっぱり現状の住宅のあり方を

どういうふうにしていくかということとあわせ

て、場所の問題なども含めて考えていかなけれ

ばならんというふうに思っているところであり

ます。 

  ですから、どこに、どういうものをつくるか

などという、まとめていくかとか、新しくする

かとか、現状にまた建て直すかなどということ

は、これから全体の需要あるいはそういった状

況調査などを踏まえた上で、検討していくとい

うことに考えております。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 需要予測というものを捉えな

がら、これから考えていくということでござい

ましたけれども、改修する場合といいますか、

入居者はその場合どのような形になるでしょう

か。いながらにして改修するといいますか、そ

れとも、だんだんと募集を減らして、しなくな

っていくというようなことで考えてよろしいの

でしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 まだ、具体的にどういう方針で

いくかということをこれからいろいろ検討して

いくということになりますので、まだ何とも申

しあげられませんが、現在住んでいらっしゃる

方、将来にわたって住み続けたい方もいらっし

ゃるというふうにも思いますので、そうした皆

さんの声を踏まえた上で、どういうふうにして

いくかということも考えていく必要があるとい

うふうに思いますが、ただ、やっぱりその建物

自体が老朽化して使えなくなるということにな

れば、その建物を建てかえなければいかんとい

うことになると、そこに住み続けながら建てか

えるということは現実的にはなかなか難しいわ

けなのでありますから、その辺のところをどう

いうふうにしていくか、いろいろ知恵を出しな

がら検討していく必要があるというふうに思い

ます。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 何より住んでいる方の声を踏

まえて考えていかれるということですので、ぜ

ひよく声を聞いていただきたいというふうに思

います。 

  今回も市営住宅のあきに対する応募が先ほど

も市長から言われましたとおりございました。

６戸に対して11世帯の希望があったということ

でございました。申し込みは倍近くがありまし

て、約半数がやはり望みがかなわなかったとい

う現実があるわけです。以前、私も入居者選考

委員としての経験がございます。それぞれ切実

な入居理由がありまして、その中から選ばなけ

ればならないということは大変つらいものがあ

りました。 

  そこで、緊急対策として考えられるのが、民

間の賃貸住宅を借り上げて、市の市営住宅の入

居基準に基づいて入居させるということです。

また、もう一つは、一定の条件つきで民間賃貸

住宅の家賃補助をしてはどうかということです。
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これらの対策についてどのようにお考えになる

か伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま遠藤議員からも御指摘

がありましたけれども、現在の状況は大半が募

集戸数に対してそれ以上の申し込みがあるとい

う状況でありますので、選考委員会の厳正な審

査を経て入居者を決定させていただいていると

いうことであります。審査に漏れて、入居でき

ない方がおられるということになるわけであり

ますので、そういう方々を民間の賃貸住宅など

にそういう市の住宅の入居基準に基づいて入居

させてはどうかという御質問でありますけれど

も、我々としても、市営住宅への入居条件に合

致していながら入居できないケースというのは、

大変忍びないところでありますので、こうした

課題も含めて、これも繰り返しになりますけれ

ども、来年の整備計画の中で対応していく検討

をさせていただくという課題にさせていだたき

たいというふうに思っております。 

  また、状況に応じては、生活困窮者自立支援

法に基づき、新年度から始まります生活困窮者

の支援制度の就職支援や住宅支援で対応できる

ケースも出てくるのではないかというふうにも

考えているところであります。 

  また、そのほか、民間の賃貸住宅などについ

て、民間住宅を借り上げて賃貸するという制度、

考え方自体は随分前からあったんですね。国の

ほうでも取り組んできました、県のほうでも取

り組んできましたけれども、御趣旨とはちょっ

と違うかと思います。今行われているのは、若

者に対する支援でありますけれども、主に一定

期間の家賃を補助するという意味での、年限を

区切った対策、制度というふうになっていると

ころであります。 

  全国的に見ると、そういった、例えば低所得

の生活困窮者への一定金額の家賃補助などにつ

いても取り組んでいる自治体もあるやにお聞き

をしておりますから、そういったところも踏ま

えながら、来年度、いろんな形で検討を加えさ

せていただきたいというふうに思っているとこ

ろであります。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 生活困窮者への支援等などに

も割り当てられる部分が出てくるのではないか

というお話でございました。 

  そして、他の山形県内の他の自治体でもそう

いう家賃補助などをしていくところがあるやに

聞いているという市長のお話でございましたけ

れども、私もいろいろ調べてみましたところ、

まずは、尾花沢市で若者支援として家賃の20％、

上限が２万円でございますが、３年間支援する

ということをしております。その条件として、

家族全員が40歳以下ということだそうです、若

者支援なので。ちなみに平成24年は23件の利用

がありまして、市の補助額は約204万円、平成

25年は26件の利用がありまして、補助額は約

225万円となっているようでございます。この

ような例を参考に、ぜひ本市での対策も考えて

いただきたいなというふうに思います。 

  そして、じゃあ、もう一つ、例として新庄市

の例がございますが、新庄市の場合は、定住促

進住宅家賃軽減事業というものがありまして、

子育て世帯の経済的負担の軽減を目的としてお

りまして、中学校３年生までの子供と同居する

世帯が、市が管理する定住促進住宅、東山団地

というところに入居したとき、最大２割の軽減

がなされるという制度があるそうです。１階か

ら４階までが平常の賃金ですと３万8,000円、

５階が３万6,000円で、子供１人だと10％の割

引、２人いれば20％というふうなことにもなっ

ているということでございます。現在では30件

の利用があり、大変助かっているというような

ことをお聞きしております。 

  やはり、山形県内でもこのような例がいろい

ろあるんだなということを改めてわかって心強
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い思いをしたところですけれども、このような

例をぜひ今市長が聞いてどのようにまずお感じ

になったかだけ、ちょっとお聞きしたいなと思

いますが、いかがでしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 広い意味で子育て世代というの

ですか、そういう世代を支援していく支援の方

法というのは多岐にわたっているわけでありま

すし、そういう意味で、尾花沢市さん、それか

ら新庄市さんの取り組みなどをお聞きをします

と、定住のためのいろんな支援として取り組ん

でいらっしゃるというふうにも思います。そう

いう意味で、単なる子育て支援のみならず、定

住あるいはもう少し質問の趣旨にお答えするの

であれば低所得者向けの支援などにも、いろん

な面で目的が一つではなくて、いろんな目的を

持った制度だろうというふうにも理解をいたし

ますので、そういう意味で我々も大いに検討を

させていただいて、総合的にいろんな子育て対

策の充実、あるいは定住、あるいは住環境に対

する支援などについて検討させていただければ

というふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 検討していただくということ

です。 

  やはり、素人考えにしても、民間住宅を借り

上げて市の入居基準と同じ方を入居させるとい

うことと、それと家賃補助をするということ、

２つ比べてみますと、やはり家賃補助をすると

いうことのほうがよりしやすいのではないかな

というふうなことも考えます。入居、民間住宅

を借り上げるということはもう一歩、エネルギ

ーといいますか、そういうものがやっぱり使わ

れていくものというふうに思います。 

  今市長がおっしゃいました低所得者世帯への

経済的負担を考えていくというような場合、い

ろいろなことが考えられるということでござい

ますが、ぜひ、やはり相談に来る方、結構いら

っしゃるわけですね。子供が１人、２人とふえ

ていくと、本当に部屋はどんどん狭くなってい

きますし、大変な状況になっていくと。それだ

けれども、ちょっとしたアパートはやはり６万

近くもするわけですね。礼金、敷金なんかも払

うことを考えますと、とても自分たちが住める

ような状態ではないということを言っておりま

す。ですので、そういう方への支援というもの

を、やはり継続的にスピーディーにといいます

か、希望に沿えるような形でしていくというこ

とを考えていっていただきたいというふうに思

うわけであります。 

  結論としては、今後の検討に委ねるというこ

とでまとまるかとは思いますけれども、この家

賃補助と民間住宅借り上げということ、これを

２つ考えた場合、市長はどのように考えられる

か、お聞きしてもよろしいでしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 遠藤議員、先ほど、御指摘の中

で答えをお話しになったような気もしないでは

ありませんが、要するに、市が民間住宅を借り

て、そこに住んでいただく民間住宅借り上げ制

度という制度、それは昔からあったということ

なんですが、そうするのと、その世帯、若い世

帯がアパートを借りていただいて、そこに補助

をするというやり方ということだと思いますけ

れども、やはり、なかなか民間住宅借り上げ制

度というのは、一時期、ずっと国のほうでも、

県のほうでも取り組んできたんですけれども、

なかなか定着というのですか、ある程度までい

きましたけれども、その後、尻つぼみになった

というふうにも私は思っているのであります。 

  そういう意味で、本当におっしゃるように、

行政的にはエネルギーが必要な制度ということ

になろうかというふうに思います。そういう意

味では、補助金制度を設けたほうがやりやすい

ということにもなるのでありましょうが、そこ

ら辺についてもいろんな検討の中で、どういう
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ふうにしていくかということを、今、早急にど

ちらがいいということを私の口から申しあげな

いで、検討をした上で、この対応を進めていく

ことにしたいというふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 ありがとうございます。どう

ぞよろしくお願いしたいと思います。重層的で

柔軟な対策で、より多くの寒河江市民が居心地

のよい住環境で伸び伸びと暮らせるように、心

から願いまして、この通告番号10番の質問は終

わりたいと思います。 

  次に、通告番号11番、大学進学を目指す若者

が希望の持てる市政について、本市での大学等

への奨学金制度創設について伺います。 

  春の卒業、入学のシーズンになってまいりま

したが、進学には何かとお金がかかります。そ

んな学生の力強い味方が奨学金です。そのほと

んどは学生に貸し付けて、卒業後返済を求める

ものです。2013年４月にＮＨＫで放送されまし

た番組に、この奨学金について取り上げたもの

がありました。33万人、876億円という数字が

上げられておりましたが、これは借りた奨学金

の返済が滞っている人の数であります。そして、

滞納金の総額だそうです。滞納者がなぜふえて

いるのか、その背景には、まずは日本の大学の

授業料が外国と比べて非常に高い、そのことが

挙げられるということです。 

  それに加え、ちなみに、大学授業料ですけれ

ども、1981年では、国立大学は平均18万、私立

大が38万、そして昨年2014年には、国立大が何

と53万、私立大が86万まで上がっております。

それに比べ、フランスやスウェーデンなど大学

授業料が無料だというところもございます。 

  そしてまた、若者の経済的な困窮に加えて、

ここ10年ほどで奨学金の性格が大きく変わった

ことも滞納者がふえている背景にあるというこ

とでございます。1999年、それまで無利子が中

心だった奨学金制度に支給額を大幅に引き上げ

た有利子の制度が導入されました。長引く不況

で親の経済力が低下する中、借り入れを希望す

る学生がふえたためでした。これを機に奨学金

の主流は無利子から有利子へと変化してまいり

ました。借りる金額がふえるとともに、利子で

返済額が膨らむリスクも高まりました。卒業と

同時に数百万の返済を抱える若者が多くなって

おります。学ぶために借金を背負わせる社会に

誰が明るい期待を持てるのかという学生の声が

渦巻いております。 

  そのような中、山形県内では、上山市、東根

市、尾花沢市や山辺町、大江町などが無利子で

の貸与という奨学金制度を持っております。勉

学意欲のある若者が経済的理由で進学を断念す

ることがないように、これまで奨学金制度その

ものがない本市でも大学進学を目指す若者が少

しでも希望の持てる市政にするために、まずは

無利子での貸与という奨学金制度を創設しては

どうかと考えるものですが、いかがでしょうか。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 若者が向学心を持って大学など

に進学をして広く教養を身につけて、寒河江市

のみならず、日本、そして世界に羽ばたいてい

く人材に育っていくということは、これからの

時代、今までにも増して大変重要なことだとい

うふうに思っております。 

  そういった中で、御指摘のように、経済的な

理由から学ぶ機会に格差が生じるなどというこ

とがないようにしていくためにいろいろな制度

に取り組む必要があるというふうに思いますし、

御指摘の奨学金制度などもそういった趣旨から、

そもそもは発足しているというふうにも思いま

す。 

  奨学金制度、御案内のとおりかと思いますが、

進学を希望する大学の中に制度を持っている場

合もありましょうし、民間といいますか、独立

行政法人、例えば日本学生支援機構などによる

奨学金制度があるというふうにも思います。県
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内においても、山形大学にも複数の奨学金制度

があります。また、県独自としては、母子寡婦

福祉資金の中にもそういう制度があるというふ

うに思います。それから、市町村によっても、

今御指摘ありましたけれども、ありますし、財

団法人などの実施主体となる奨学金制度がある

というふうになっているようでありますが、御

指摘のとおり、寒河江市には大学などへの進学

の奨学金制度、今ありません。ありませんが、

先ほど申しあげましたけれども、大学進学など

を目指す寒河江市内の若者が希望を持って進学

できるようにしていく環境を整えていくという

ことは大変重要なことだというふうにも思って

いるのであります。 

  そういった意味で、今後、ニーズはどのよう

なものがあるのか。あるとすればどういった支

援が必要なのか。さらにはその可能性などにつ

いても、いろいろ他の自治体などの事例なども

いろいろお聞きをしながら、教育委員会とも十

分連携を重ねて研究をしていきたいというふう

に考えております。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 やはりここでもニーズを調査

していくということになるということでござい

ますが、やはり学びやすい環境をつくっていく

のは大変重要だという市長の認識でもあります。

そのことを確認させていただきました。 

  やはり、民間とか山大、そういう学校や民間

のところにも多数ありますけれども、やはり自

治体ですることの意味も大きいと思うわけです。

県内の中で、無利子での制度を持っている自治

体がございますが、大江町ふるさと奨学金事業

というものがございます。やはり、この制度が

できた背景としては、教育者だった町長の考え

と町民との対話が合致したということでござい

ましたし、23年度からの事業で、23年、この制

度を利用した方は７名、24年は14名、25年が14

名、そして最新の26年が17名と、どんどんとふ

えていっているわけです。利用する人の声とし

ましては、やはり無利子が助かるということが

言われているようです。滞納者は今のところゼ

ロということで、軌道に乗っているというふう

なことを伺いました。 

  このように県内でも無利子での貸与制度があ

るわけですので、ぜひこのようなことを参考に

しまして、やはり本市でも若い人たちが寒河江

に生まれてよかった、少しでも希望が持てる寒

河江市にということで、ぜひ自治体での創設と

いうことを重ねて考えていただきたいというふ

うに思うわけです。 

  大江町の事例なんかをお聞きしましての市長

の考えというものを、もう一度といいますか、

県内の一つの事例として挙げましたけれども、

どのようにお感じになったか、またお聞きした

いと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 県内の奨学金制度の例など多々

あるようであります。もちろん、今御指摘の大

江町、東根育英会、朝日町奨学金、西川町奨学

金資金などという、自治体でも、河北町もあり

ますね。そういうこともありますので、これに

ついても、利用する側からすれば当然有利子よ

りも無利子のほうが利用しやすいということは

あろうかというふうに思います。そういう意味

で、ある程度の、大江町の場合などは少し条件

なんかもあるようでありますが、ぜひ参考にさ

せていただいて、検討を加えていきたいという

ふうに思います。 

  平成23年度から創設ということになると、ま

だ滞納は出ていないのかなというふうに思いま

すが、そういうことは思いますが、いずれにし

ても、各自治体でも積極的に取り組んでいる制

度のようでありますから、教育委員会とも十分

相談をさせていただいて、鋭意検討していきた

いというふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 
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○遠藤智与子議員 教育委員会とも相談して鋭意

検討していかれるというお話でございました。

その場合の検討内容の中に入れていただきたい

ことの一つとして、手続の問題がございます。

以前私のところに相談に来られた方、進学する

学校で行っていた奨学金制度を使って進学なさ

ったわけなんですけれども、そのとき、親戚で

すとか、近い方の保証人はだめだと言われたの

だそうです。それで大変困ったんだということ

をおっしゃっておりました。このような手続上

のこともぜひ利用しやすいように考えていって

いただけたらというふうに思うわけです。やは

り、手続の問題、今、個別にお聞きしても、今

後検討していくということになりますね。市長、

何か考えがございましたら、お聞かせ願いたい

のですが。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 いろいろ新しい制度をつくって

いく場合は、制度設計をしながらということに

なりますが、最初のつくったときの発想と、実

際使ってみてどうなのかということは間々ある

わけでありまして、住宅支援の事業なども６年

目に入るわけですが、使っている制度を継続し

ていくことによって、いろんな手直し、見直し

なども必要になってきている。できるだけ使い

勝手のいい制度にしていくという努力をしてい

かなければなりませんし、こういう制度が仮に

創設をしていくなどということになれば、それ

こそ、他の自治体のいろんな実例などを踏まえ

た上で、できるだけ使いやすい制度を設計をし

ていくということになっていくんだというふう

に思いますので、いろいろ研究をさせていただ

きたいなというふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 ありがとうございます。 

  市長がお持ちの資料の中にもありますように、

新庄市内のある公益財団法人で行っている奨学

金は、大学修了後直ちに新庄市内の製造業及び

看護師として新庄市内の事業所に就職した者は

毎年の返金金額の50％を減免するというような

ことも行っているということです。 

  このように、本市での若者定住の増加対策で

の参考となるような例もございますので、ぜひ

深く研究していただき、よりよい奨学金制度が

できますようにお願いしたいなと思います。 

  まずは、全体的な流れについてなんですけれ

ども、市長に対します最後の質問といたしまし

て、奨学金問題の全体的なこととしてお話しい

たしますけれども、今現在、奨学金問題に取り

組む市民団体などは、教育予算をふやして大学

の授業料を抑えることをまず望んでおりまして、

日本学生支援機構の奨学金については給付型の

創設を強く求めております。返済が困難な人に

向けた柔軟な返済制度も要望しております。加

えて、さきの衆院選で多くの政党が給付型奨学

金の創設を提案しております。政府も有利子か

ら無利子への流れを加速し、返還月額が卒業後

の所得に連動する制度を導入するとしておりま

す。 

  このような流れについて、対応として、最後

に、どうお考えになるかお伺いしたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 そもそも奨学金制度の制度設計

として、持続可能な制度にしていくためには、

財源を確保していくということになるんですね。

その財源は何かというと、お貸した金が戻って

くることによってまた次の世代にお金をお貸し

するという持続可能な制度が、そもそもかどう

かわかりませんが、これまでの奨学金制度の大

体大方の仕組みだったのではないかなというふ

うに思います。そういう意味で、お返しをいた

だく、あるいは場合によっては、御指摘のとお

り、利息ももらうということになってきている

んだというふうに思いますが。 

  最近の傾向として、いろんなそういう政党の
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主張として、給付型のというような主張がふえ

ているということでありますが、そういう意味

では、やはりお金を返さなければならないとい

うことになると、やっぱりそれなりの子供たち

がリスクを背負うということになっているわけ

でありますから、地元に戻れば半分しか返さな

くていいということに、こういう制度は昔から

あったわけですよね。お医者さんに出す、医学

生に出すお金、自治医科大なんかもそうですけ

れども、それでもなかなか戻ってこないという

のが現実としてあるんだというふうな課題から、

そういう給付型というのがふえているのかなと

いうふうに思います。 

  そういう状況はわからないわけではありませ

ん。ただ、やっぱりおっしゃるように、そのた

めの財源が継続的に、持続的に確保していかな

ければならないという大きな課題もあるわけで

ありますので、そこら辺はいろいろ少し慎重に

なるかもしれませんが、検討課題の一つとさせ

ていただきたいなというふうに思います。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 やはり何より大学の授業料そ

のものがもっと安くなる。それから、若者の働

く労働環境がもっとよくなる、そういうことも

含めて考えていくことだというふうに思います。

今後、一緒にといいますか、ぜひ、よりよい本

市での奨学金制度ができますように要望したい

と思います。 

  次に、教育委員長にお伺いいたします。 

  本市での奨学金制度がもしも創設された際に、

どのようにすれば奨学金を借りられるかという

ような手続の流れや詳しい内容の説明などの対

応等、一定の支援が必要になると思いますが、

その点についてどうお考えになるでしょうか。 

○鴨田俊議長 渡邉教育委員長。 

○渡邉滿夫教育委員長 本市独自の奨学金制度の

創設というのでしょうか、今まで市長からいろ

いろと答弁がありました。仮にというような話

ですけれども、当然のことながら、市の奨学制

度が設けられれば、私どものほうに所管がなる

んだろうというふうに思いますので、その制度

の効果的な、有益な活用になるように、当然の

ことながら努めていくものというふうに考えて

おります。 

○鴨田俊議長 遠藤議員。 

○遠藤智与子議員 有効になるように考えていか

れるということでございますけれども、これは

ことしの、先ほどの一般質問の中にも、國井議

員の質問の中にもありましたように、４月から

制度が変わりまして、どのように教育委員会が

なっていくかということなどが揺れ動いていく

というようなことでございます。ぜひ寒河江市

に住む子供たち、若者が寒河江市に生まれてよ

かったと思えるようなものに全体でしていくと

いうことを踏まえていただきまして、ぜひ力強

い御支援をお願いしたいというふうに思います。 

  冒頭述べましたように、佐藤市長は子育て支

援に大変頑張っておられます。この奨学金制度

は、いわばその子育て支援の延長線上にあるも

のではないかと思っております。どうか、より

よい奨学金制度の創設が寒河江市に生まれた若

者の人生に希望の光となるように心から願いま

して、私の一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

 

後藤健一郎議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号12番について、４番後

藤健一郎議員。 

○後藤健一郎議員 ３月に入りまして今年度も最

終月となりました。また、私たち議員にとって

は４年の任期の最後の定例会となります。この

３月の定例会では、寒河江市の来年度の予算を

審議するわけですが、限られた財源を今まで以

上に賢く使っていけるよう、財政マネジメント

についての今後の考え方について１期目最後の
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一般質問をさせていただきたいと思います。 

  通告番号12番、統一的な基準による地方公会

計への移行、行政評価の導入についてです。今

回、私は統一的な基準による地方公会計、そし

て行政評価と、２つの事柄を題目にしておりま

すが、根本は同じであります。また、これに公

共施設等総合管理計画の策定もセットにするの

が私の考える財政マネジメントの本来の形です

が、これに関しては既に次年度より取り組まれ

るということのようですので、省かせていただ

きました。 

  まず初めに、統一的な基準による地方公会計、

いわゆる新地方公会計への移行についてです。 

  地方公会計については、これまで各地方公共

団体において財務書類の作成、公表などに取り

組んできたのですが、人口減少、少子高齢化が

進展している中、財政のマネジメント強化のた

め地方公会計を予算編成などに積極的に活用し、

地方公共団体の限られた財源を賢く使う取り組

みを行うことは極めて重要であるとの考え方か

ら、平成26年５月23日に総務大臣通知、「今後

の地方公会計の整備促進について」の中で、固

定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とし

た財務書類の作成に関する統一的な基準が示さ

れました。 

  その後、ことし１月23日に総務大臣より「統

一的な基準による地方公会計の整備促進につい

て」という通知がなされ、一緒に示された統一

的な基準による地方公会計マニュアルでは、統

一的な基準による財務書類の作成手順や資産の

評価方法、固定資産台帳の整備手順、連結財務

書類の作成手順、事業別、施設別のセグメント

分析を初めとする財務書類の活用方法などが示

されました。 

  このマニュアルを参考にし、統一的な基準に

よる財務書類などを原則として平成27年度から

平成29年度までの３年間で全ての地方公共団体

において作成し、予算編成等に積極的に活用す

るようにとの通知でありました。 

  特に公共施設等の老朽化対策にも活用可能で

ある固定資産台帳が未整備である地方公共団体

においては、早期に同台帳を整備することが望

まれるとのことで、固定資産台帳の整備等に関

する経費の一部は今年度から特別交付税措置を

講じることとしており、寒河江市でも来年度の

事業として取り組むとのことでした。 

  この施設はどの程度までこのまま使えるのか、

いつ大規模な補修が必要なのか、解体・集約の

タイミングはいつなのかを判断する非常に大事

な資料となりますので、かなり大変だと思いま

すが、できるだけ早急に整備していただきたい

と思います。 

  さて、話は戻させていただきますが、今回求

められる統一的な基準による財務書類は、貸借

対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書

及び資産収支計算書の４表または行政コスト計

算書と純資産変動計算書を結合した３表となっ

ております。 

  寒河江市のウエブサイトを見たところ、財務

書類４表は平成20年度のものが公開されており

ました。財務諸表の整備目的の一つには、わか

りやすい財務情報を外部へ開示し、財政の透明

性を高め、住民の皆さんへの説明責任を果たす

ということがあると思いますので、このときは

そういった目的でつくり、公開したのだと思い

ます。 

  現在、佐藤市長が陣頭指揮をとり、職員の

方々の頑張りで市債残高はどんどん減ってきて

はおります。しかし、まだまだ実質公債費比率

は高いのが現状であり、市のサイトに公開され

ている市町村財政比較分析表、今手元にありま

すけれども、こちらですね。これは最新のもの

が平成24年度のものになりますけれども、これ

を見ますと、全国平均が9.2％、山形県平均が

11.8％、類似団体内平均値が12.4％であるのに

対し、寒河江市は一時期よりも改善していると
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はいえ、この表にある平成24年度の時点では

15.1％もありました。 

  こういった数字を一つとっても、寒河江市に

とって財政の改善は急を要する課題であります。

しかし、直近の資産や負債がどの程度あるもの

か、そして、もちろん内部では把握していると

は思いますが、現在公表されている財務書類で

は、現時点での財務状況が明確にはわからない

状態ですので、どんどん減らしているとはいえ、

臨財債を含めて市債がおよそ170億円ある寒河

江市が、今後、市債を返済しつつ安定した財政

を維持することができるかどうかは、外部から

見ると不透明であります。 

  これらの状況を踏まえ、市の詳細な財政状況

を知るため、また先ほど述べた住民の皆さんへ

の明確な財務状況を開示するという意味からも、

今般、総務省から要請されている統一的な基準

による地方公会計、いわゆる新地方公会計への

できるだけ早い移行が必要だと思われますが、

いつごろをめどに移行されるのか、市長の考え

を伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 地方公会計への移行の時期とい

う御質問でありましたが、そのお答えする前に、

寒河江市の財政状況についてお答えをしたいと

いうふうに思います。 

  財政状況を推しはかる指標というものは、何

種類かあるわけでありますね。１つには、財政

の弾力性を示す経常収支比率というものがあり

ます。高ければ悪い、弾力性がないということ

ですね。平成20年度は99.6％でありました。25

年度の決算でいくと88.7％、だんだん低くなっ

ている、硬直性が薄れてきているというのです

か、弾力性が出てきているという、回復してい

るという状況であります。 

  また、市債残高、いわゆる市の借金でありま

すが、先ほど御指摘ありましたけれども、20年

度末では199億4,400万円ということで、27年度、

今見込みでありますけれども、予算編成してい

ますから、その過程で見込むのでありますが、

27年度末では169億6,300万円を見込んでおりま

す。７年間で30億ほど減ったと、こういうふう

に見込んでいます。 

  それから、御指摘あった実質公債費比率につ

いて、20年度が19.0％で、御指摘は25年度であ

りましたが、26年度、今年度末では14.1％、27

年度末では13.2％を見込んでいるところであり

ます。そういう意味では、同じような規模の類

似団体よりはまだ高いということではあります

が、御案内のとおり、実質公債費比率は３カ年

の平均ですから、単年度が低くても、そうはな

らない。借金が基本的に原因ですから、借金と

いうのは一気に借りる。100万円は一回で借り

ます。返すときは一回で返さないんですね。10

年かかって返す、財政の悪化は、単年度、一、

二年で悪化しますけれども、よくなるというの

は時間がかかるということを御理解をいただき

たいなというふうに思っているところでありま

す。 

  こういうことで、いろんな努力をさせていた

だいておるわけでありますけれども、今後も事

務事業の節減などを努めながら、計画的に進め

て市債発行の抑制などを努めて、財政規模の健

全化に努めていきたいというふうに思っている

ところであります。 

  御質問は、公会計への整備時期ということで

ありますけれども、先ほど御指摘のとおり、総

務大臣通知によりますと、27年度から29年度ま

での３カ年で各自治体において固定資産台帳の

整備と複式簿記の導入を前提とした統一的な基

準による財務書類等の作成をした上で、限りあ

る財源を有効に使うことということが求められ

ているわけであります。 

  この公会計を整備するに当たっては、御指摘

のように、固定資産台帳の整備が欠かせないと

いうことでありますので、寒河江市においては
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27年度で固定資産台帳を作成することにしてお

ります。 

  また、これも御指摘ありましたけれども、公

共施設等総合管理計画の策定も27年度に着手し

ていくということにしております。 

  そういったことで、その後、速やかに公会計

の整備を開始をして、29年度までの期間であり

ますから、29年度には、28年度決算についての

財務書類が作成できるのではないかというふう

に今考えているところであります。 

○鴨田俊議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 ありがとうございます。 

  市長おっしゃられたように、借りるときは一

気に借りて、返すのはゆっくり返すので、なか

なかすぐにはよくなるというわけではないとい

うのは、よくわかります。特に臨財債なんかは、

私はこの制度がちょっとどうかと思うんですが、

これだけ借りていいよと言われるのに、すぐ次

の年に国が返してくれればいいんですけれども、

ゆっくりちょっとずつ特別交付税の中に入れて

いくからということで、それじゃあ、どんどん

たまっていくのは当たり前だと思うんですが、

ちょっとそれについてはここで述べてもしよう

がないんですけれども。そういうところがあり

ますので、少しずつやっぱりよくなっているの

はもちろん書類を見てわかるんですが、より詳

細にわかるようにということで、今回こういう

ふうな通知も来ていると思いますので、できる

だけ早急にこちら移行のほうをしていっていた

だければと思います。 

  ただ、なかなか全国で80％ぐらいですか、寒

河江市でも採用しております総務省会計モデル

というもので今やっておりますので、今の書類

と全く別な財務書類をつくることになりますの

で、これは結構大変なことだと思いますが、今

回、この総務大臣通知には統一的な基準による

財務書類などを作成するためには、ノウハウを

取得した職員の育成やＩＣＴを活用したシステ

ムの整備が不可欠であると書いてありまして、

平成27年度には、関係機関における研修の充実

強化や標準的なソフトウエアの無料提供も行う

予定とありましたので、そういったものを活用

しながら、できるだけ移行していただければと

思います。 

  しかしながら、この新地方公会計に移行する

こと、総務省への提出用の財務書類をつくるこ

とに意味があるわけではないと思います。通知

にも書いてありますけれども、今回の新地方公

会計への移行は、資産、債務の管理や予算編成、

行政評価などに有効に活用することで財政マネ

ジメントを強化し、財政の効率化、適正化を図

ることが重要な目的となっております。 

  移行後になりますので、もちろんまだそこま

では検討していないということもあると思いま

すが、どういった目的で行うかによってやり方

や整備の仕方も変わってくるものだと私は思い

ます。そこで、新地方公会計制度への移行によ

り整備していくこととなる財務書類の４表ある

いは３表をどのように活用していく予定なのか

をお尋ねしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 統一した基準により、地方公会

計の作成ということによって、御指摘のとおり、

貸借対照表、それから行政コスト計算書、純資

産変動計算書、それから資金収支計算書などが

整備されていくということになります。お話に

ありましたとおり、やっぱり、相当新たな、全

く新たな取り組みになりますから、研修なども

十分踏まえて対応していくということになろう

かというふうに思います。 

  これらの書類の整備によって、それぞれの事

務事業に係るある程度正確な行政コスト、ある

いは資産、債務管理情報などといったものが数

値として読み取ることができるようになるとい

うふうに思っています。そういった数値を読み

取ることによって、事業の効果あるいは見直し
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などについても図られる。もちろんそういうこ

とを踏まえて、新たな予算編成などについて十

分活用していく必要があるというふうに思いま

す。 

  また、施設の管理などについても、より効率

的な、効果的な施設の管理、あるいは公平性な

どといった面での管理などについても取り組め

るのではないかというふうに思っているところ

であります。 

  そして、最初に議員から御指摘あったとおり、

こういう効率、効果というものと同時に、やっ

ぱり市民の皆さんにきちっとわかりやすい、わ

かるような透明性ということも目的であろうか

というふうに思います。議員からは、寒河江市

の財政情報はまだまだ市民のほうに公開されて

いないのではないかというふうなことを暗に言

われて、御指摘を受けたというふうに思います

から、その辺のところもできるだけわかりやす

く工夫をして、この機会に対応していければと

いうふうに思っているところであります。 

○鴨田俊議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 ありがとうございます。 

  そうですね。市民の皆さんにわかりやすいと

いうのは一つのやっぱり大きいところであると

思います。 

  例えば、当市では、総務省の会計モデルです

が、基準モデルを採用しているところですと、

要は財務４表というものはあるわけですよね。

その中で、例えば私の手元にあるのが美濃加茂

市というところのものになるんですけれども、

美濃加茂市は非常に、カラーで見やすいんです

が、こういうことで、アニュアルレポートとい

うことで、財務４表のほうを市民の皆様にパン

フレットで説明しているんですね。この中で、

要は、行政コストも全て計算されて出されてお

りますので、代表的な事業であれば、幾らかか

っているのかというものも市民の皆さんにこの

パンフレットの中で紹介されています。 

  例えば１つ、今ページを開いたところで見る

と、コミュニティバスを運営するのに当たり行

政コストはこれだけかかっていますと、3,084

万6,000円ですかね。それで収入はこれぐらい

ありますと。そうすると利用者１人当たりのコ

ストは1,584円かかります。市民１人当たりの

税金投入額としては451円かかっていますよな

んていうことが、やはり行政コストの表が出て

いればこのようにすぐわかりますし、市民の皆

さんも、「ああ、なるほどこの事業はこれぐら

いかかるのか」というのがすぐにわかると思い

ますので、こういった意味でもこういった書類

を整備していただいて、皆さんにお伝えしてい

ただくというのは非常に重要かと思います。 

  先ほど市長からおっしゃっていただいたとお

り、今回の新地方公会計への移行において、総

務省では書類を整備するだけではなくて、活用

してほしいと言っているわけですので、先ほど

市長が言ったとおりですが、具体的に行政の評

価においても活用することというのも想定して

いるようです。 

  寒河江市の発展のため、今議会で審議される

予算案として上がっていますさまざまな事務事

業を行っていくわけなんですけれども、市のサ

イトに公開されている最新の財政状況資料を見

ますと、義務的経費が歳出のおよそ半分を占め

ております。今後逼迫する財政のもと活力ある

まちづくりを推し進める上でも最も効果的な成

果を生み出すためには、「何をするか」から

「何をしたか」、そして「前年踏襲型」から

「課題解決型」への転換、意識改革が必要であ

り、施策や事業の現状を検証し、事業の選択と

集中を今以上に行っていかなくてはならないと

思います。 

  この選択と集中の意思決定をするために、あ

るいはそれらのことを住民の皆さんに説明をす

るために必要なのが行政評価なのではないかと

私は思います。 
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  平成26年３月25日に発表された地方公共団体

における行政評価の取り組み状況等に関する調

査結果によりますと、都道府県では100％、指

定都市、中核都市、特例市でほぼ100％、それ

以外の市区で82.8％が行政評価を実施しており

ます。寒河江市も行政評価を実施しているとい

うことで、この数字の中に入っているとは思い

ますが、市のサイトを探しても教育委員会の事

務事業点検評価報告書と農業委員会の平成25年

度の目標及びその達成に向けた活動の点検評価

の２つしか見つけることはできませんでした。 

  そこでお尋ねいたします。他市ですと、行政

評価、特に事務事業評価を次年度以降の予算編

成に生かしている場合が多いようです。寒河江

市の場合は、主要な施策の成果に関する説明書

に事業費と事業内容がある程度書いてあります

が、他市のような、あるいは寒河江市の教育委

員会と農業委員会のような形での書類というも

のは公開されてはおりません。もちろん、これ

までも事業内容の精査や事業の選択と集中をや

ってこられているわけですから、きっとこの事

務事業評価というような名称とか形はとってい

ないとしても、それに似たような書類や評価表

など、コストや事業の効果などについて成果に

関する説明書よりも詳細にまとめられている書

類があると私は想像するのですが、現在、予算

はどのような数字をもとに編成しているのかを

お尋ねしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市の予算編成、寒河江市

だけとは限らないというふうに思いますけれど

も、予算編成については、当然のことながら、

市の振興計画の実施計画、さらには市の当該年

度の予算編成方針に基づいて進めております。

それぞれの部署で事業の必要性や役割分担、成

果検証、支出の適正性などの視点から検証して、

費用対効果を踏まえた事務事業の評価を行った

上で、それぞれの部署で評価を行った上で、予

算要求をしているところであります。 

  その際、事業ごとの評価調書、いわゆる事業

シートというものも作成をしているところであ

りまして、その要求の根拠となるそれぞれの事

業ごとの積算書などの各種資料も作成をして精

査をした上で、予算の要求をして、それを編成

過程の中で検討をしているという状況になって

おります。 

  また、その予算編成の過程ではそういう状況

でありますけれども、それ以前の、今回も議会

のほうにも12月にお示しをしましたけれども、

実施計画を策定する段階でもそれぞれの部署で

事業シートを作成をして、事業の実績あるいは

効果を見ながら総体的に事業評価を行っている

ということであります。実施計画の策定の段階

で評価をし、また、それは全体ではありません

けれども、主な施策になりますけれども、予算

編成でさらにまた具体的な事業内容について調

書をつくって、策定をしてということでありま

すから、そういった意味では、重層的な検討を

踏まえた上で予算編成に臨んでいるというのが

現状というふう御理解をいただきたいというふ

うに思います。 

○鴨田俊議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 ありがとうございます。私も

想像どおりというと、非常に失礼な言い方にな

りますけれども、やっぱり事務事業評価という

形でそういった書類をつくって公開というふう

にはしていないものの、寒河江市でも予算編成

の際には事業シート、事業の調書というものが

あって、そして、見直しとかをかけるときにそ

の事業シートというものがあってということで、

そういったものをやりながら事業の選択と集中

を行い予算を決めているということがわかりま

した。 

  確かに、予算編成は事務事業評価表がないと

できないというものではありません。しかしな

がら、評価表の項目に沿って記入していくこと
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で事務事業の現状を把握し、目的を達成するた

めに解決すべき課題を発見し、そして具体的な

改善につなげていくという効果が事務事業評価

表にはあります。 

  また、自治体には説明責任があるわけですが、

先ほど述べた新地方公会計で求められる貸借対

照表とか行政コスト計算書、そして純資産変動

計算書などは住民に説明しなくてはならない財

務数値だと思います。しかしながら、自治体の

仕事は財務数値だけで説明できるわけではあり

ません。地方自治法第２条14項で規定される

「最少の経費で最大の効果を挙げる」責任が自

治体にはあるわけですけれども、その効果とい

う部分に当たる内容は、財務数値ではあらわす

ことができない非財務数値であり、それを形に

しようとするのが事務事業評価に代表される行

政評価だと私は思います。 

  今議会で審議される予算書には平成27年度の

歳入が書いてあるわけですが、個人市民税

2.1％減、法人市民税7.3％減、固定資産税

4.1％減と、一番の市の基礎体力である市税の

部分が落ちてきております。今回地方消費税率

が引き上げられたことによって、ここが大きく

増額となっておりますが、税率の変更がない限

り、人口が減っていけば消費活動も落ち込んで

いくわけですので、この地方消費税交付金も前

年度対比ではこれ以降は減っていく傾向になる

のではないかと予測されます。 

  「礼記・王制」の故事成語に「入るを量りて

以て出ずるを為す」という言葉があります。要

は収入の数字を把握してから支出の計画をしな

さいという言葉であります。 

  税収の減少傾向が既に見られているわけです

ので、今後、これまで以上にやっていた事業を

やめる判断をしなければならないときが来ると

思います。そのときに、「なぜ、あの事業はや

めてしまったの」と、住民の方から質問される

場合もやはりあると思います。こういったとき

に明確に答えられるようにするためにも、そし

て寒河江市でこれまで以上に事業の集中と選択

を推し進めるためにも、外部にしっかりと発信

できるような形で、行政評価、事務事業評価を

導入していったらいいのではないかと私は思い

ます。 

  もちろん、行政評価を採用したものの、その

後、縮小あるいはやめた自治体があることも知

っております。原因としては、行政評価がどう

しても職員の方々の評価疲れや仕事をふやすこ

とにつながってしまい、費用対効果を考えて、

縮小あるいは一定の役割を終えたのでやめると

いう選択をしたことは想像できます。 

  ですので、全ての事務事業評価を一度に評価

するわけではなく、政策的な観点からの重点事

業あるいは新規事業や予算が幾ら以上の事業な

ど、ある程度の制限を行いながらも、今行って

いる寒河江市の事業評価、そしてその調書をつ

くって、後、事業シートでという独自の形では

なくて、他市とも同じような形での事務事業評

価自体は今後導入して、そして皆さんに公開し

ていくべきではないかと思いますが、市長の考

えを伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 我々としても事務事業評価につ

いては、今後より一層そういった取り組みを進

めて公表などにもつなげていきたいというふう

にも思っておりますし、先ほど、教育委員会と

農業委員会の評価のものしか見えないというよ

うなこともありましたから、そこら辺について

は、例えば公共事業の優先順位を決める基準な

ども設けて実際はやっているところが多々あり

ますから、そういったところもきちんと公表で

きるように整備をしていかなければならないと

いうふうにも思っているところであります。 

  また、内部の評価制度だけでなくて、やっぱ

り外部の、民間の、市民の皆さんの評価なども

させていただいて、100人評価委員会なんてい
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うのは一つの形の一つだというふうに思います

から、そういった意味で、プロジェクトなどの

評価をしていただいているんですけれども、取

り組ませていただいたところであります。 

  そういった意味で、なかなかより一層、この

制度の精度を高めていくという意味で、今年度、

26年度ですけれども、事務事業評価再編研究チ

ームというものを庁内で立ち上げさせていただ

いて、人員及び財源などの行政支援をさらに効

率的に活用して、効果的な行政運営、それから

市民満足度向上を図っていこうという取り組み

を進めさせていただいております。 

  職員みずからが行う一次評価と、それから研

究チームなどが行う二次評価というものを実施

させていただいております。今年度中にその成

果をまとめて、次年度に取り組んでいくという

ことにしたいというふうに思っているところで

あります。 

  御指摘のとおり、持続可能な財政運営、それ

から必要性の高い事業の選択と集中はもちろん

でありますけれども、そればかりでなく、市民

への説明責任という観点からも事務事業評価の

作業、必要であります。本市に合った事務事業

評価のスタイルの再構築というものに向けて、

より一層積極的に対応をしてまいりたいという

ふうに考えております。 

○鴨田俊議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 ありがとうございました。 

  議会運営委員会の視察で東京の多摩市にお邪

魔させていただいたことがあったんですけれど

も、多摩市では、拝見したところ、多分うちの

予算書よりも厚かったような気がするんですが、

全て事務事業が事細かに載っておりまして、冊

子、すごく分厚いものが議員のほうに渡されて、

議員のほうもそちらを見て、要は事務事業評価

があって、それに対して議会の評価というもの

もそれに重ねてなんていうことをやっておりま

したが、ちょっとそこまでやると、さすがに私

は時間がどれぐらいかかるんだろうというとこ

ろがありますので、そこら辺は寒河江市にとっ

てやりやすくて、そして効果が見える形という

ことでぜひ検討していただきたいと思います。 

  まだやっていないことですので、こういった

形がないものに関して述べるのもどうかと思う

んですが、事務事業評価を実施するに当たり、

最も大事なことは行政評価なり事務事業評価と

いう手段が目的化してはいけないということだ

と思います。事務事業評価なり、それを含んだ、

先ほど申しあげた新地方公会計なりを導入すれ

ば何かがよくなるというものではなくて、どう

いった目的で実施するのかをきちんと整理した

上で、その目的を達成するための手段として、

どういった事務事業評価のスタイルがいいかと

いうものをやっぱり検討していかなくてはなら

ないんだと思います。そうでないと、結局、評

価を行う職員の方々はやらされ感だけが募って

いくのではないかと危惧されます。 

  事務事業評価の目的は、事業部門みずからが

効果的で効率的な事業運営を実施するための判

断基準にすることだと私は思います。そのため

には、事務事業評価の結果を事業部門が予算や

人事、事業選択に直接活用できる仕組みも一緒

に導入しなければ真価が発揮できないのではな

いかと思います。 

  例えば、Ａという事業の評価が低くてＢとい

う事業の評価が高い場合、評価の結果を踏まえ

て事業部門がＡという事業の事業費を、例えば

Ｂという事業に回すといったことが自由にもし

できるのであれば事務事業評価は非常によいツ

ールになると思いますが、仮にＡという事業が、

市長の掲げる政策の重点事業だったり、事業課

と、例えばそれを審査する財政課の判断が逆だ

ったりして、予算がやっぱり従前と同じような

結果や、力を入れたい事業と反対、あべこべの

予算になってしまうと、何のための評価、事務

なのかということになってしまうと思います。
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もちろん、市長の政治的判断というのは大いに

あると思います。ただ、毎年、例えばやるとす

れば行っていくわけなんですけれども、やらさ

れ仕事にならないように、財政課などが調整し

ながらだとは思いますが、事務事業評価を予算

につなげることができるある程度の庁内分権と

いうのでしょうか、ある程度の予算や事業の選

択の権限を各部、各課に移譲することができれ

ば、この事務事業評価は真価を発揮していくの

ではないかと思いますので、導入、そしてその

寒河江スタイルの事務事業評価を検討される際

には、そういったことまでもぜひ検討いただけ

ればと思います。 

  もちろん、事務事業評価、自分たちで評価す

るだけで、他市などと比較できないから、余り

意味がないのではないかという声があることも

知っております。行政評価を導入している団体

のうち、外部有識者による評価は４割程度で実

施しているということでしたが、それ以外にも、

福井市が2002年に他市にも参加を呼びかけて、

翌年度から運用され、現在は34市が協力してい

る自治体ベンチマークシステム「比ベジョー

ズ」という行政支援システムも生まれておりま

す。こういったものに参加しなくても、新地方

公会計への移行により、今後他の自治体との比

較が容易になることも考えられます。そして、

比較により、評価や説明責任がより適正に果た

せるのではないかと思います。 

  また、次年度は平成18年度に策定した第５次

寒河江市振興計画の最終年度でもあります。第

５次寒河江市振興計画の成果や数字を検証し、

次の振興計画へ生かすためにもちょうどいいタ

イミングではないかと私は思っておりますので、

今回、統一的な基準による地方公会計への移行、

行政評価の導入について一般質問をさせていた

だきました。 

  佐藤市長が今定例会初日の施政方針でも述べ

られたように、東京への過度な集中と少子高齢

化による人口減少と税の減収が、地方行政の安

定なマネジメントを阻んでおります。 

  しかしながら、ただこれに手をこまねいてい

ては、それこそ地方自治体が消えてしまう事態

にも陥りかねないのであります。 

  財政書類を整備したからとか、行政評価をし

たからといって、これが全てを解決するわけで

はないことはよくわかっております。しかしな

がら、人口が減り、税収も減ることが予測され

るのに、箱物やインフラへの再整備、社会保障

に係るお金はふえていくという、非常に厳しい

自治体運営をしなくてはならない中での道具と

して、こういうものをフル活用できるように整

備していかなくてはならないのではないかと思

います。 

  本日の一連の質問で、財政マネジメントの評

価をこれまでも行ってきたし、これからも整備

していこうという積極的な市長の姿勢をうかが

うことができました。４月30日に任期が終わり

ますので、それ以降のことは、私は今ここで言

えるような立場にはないのですけれども、未来

を担う寒河江市の子供たちが希望の道を歩める

ように、今後の財政課題に行政、議会、ともに

真っ向から取り組んでいければと思います。こ

れで私の一般質問を終わらせていただきます。 

  ありがとうございました。 

○鴨田俊議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後14時55分といたします。 

 休 憩 午後 ２時４２分  

 再 開 午後 ２時５５分  

○鴨田俊議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

 

阿部 清議員の質問 

 

○鴨田俊議長 通告番号13番から15番までにつ

いて、２番阿部 清議員。 

○阿部 清議員 きょうの最後の一般質問になり
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ました。新清・公明クラブの一員として質問を

させていただきます。 

  まず最初に、13番、寒河江市内の交通網につ

いて。地域間差をなくした交通ネットワークに

ついて伺います。 

  現在、車社会の中で、私にとっても車のない

生活は考えられないところでありますが、現在、

車を運転しない方には市内の中で生活していく

には各地域不便を感じている状況にあると思わ

れます。高齢者や交通弱者には陸の孤島と化し

てしまいます。公共バスは幹線は運行しており

ますが、地域の中を走る公共バスは大分前にな

くなってしまいました。その不便さを補うため

に、市内循環型バスの運行をしている自治体が

ふえてまいりました。 

  今回、本市も全地域を網羅する寒河江市生活

交通ネットワーク計画案の中で、今後の市内の

交通サービスのあり方として、平成23年度から

のデマンドタクシー運行とあわせて、市内の病

院やスーパー、公共施設等へ行くのに便利な交

通体系になるものと期待をしております。高齢

者だけでなく、市民が利用しやすい交通サービ

スの確保を目指した計画であると思いますが、

市長からの計画策定後の取り組みのスケジュー

ルについて伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 このたびの寒河江市生活交通ネ

ットワーク計画については、今後ますます進展

が予想される少子高齢化社会というものを見据

えながら、市内の生活交通のあり方について、

地域の代表の方々、交通事業者、国・県の機関

などの関係者17名で構成される寒河江市地域公

共交通会議において検討していただいておると

ころであります。 

  計画の策定に当たっては、昨年７月からデマ

ンドタクシー運行区域以外の地域を対象に、公

共交通の利用状況、今後必要な交通サービスな

どについてアンケート調査をしたり、意見交換

会などを実施してきたところであります。 

  その結果、南部地区、西根地区の一部、陵南

中学校の周辺などが現状として公共交通の利用

が不便な地域と捉えられたところであります。

これらの地域への対応のため、要望の多かった

循環バスの導入を初めとした新たな市内公共交

通のあり方について、今回、計画の素案に盛り

込ませていただいたところであります。 

  市としては、今後、計画を進めるに当たって、

路線バスやタクシーなどの既存の交通事業への

影響を考慮して、調整を図りながら早い段階で

の実施計画の策定につなげていかなければなら

ないというふうに考えております。 

  御質問の今後のスケジュールなどであります

けれども、この３月定例会に新公共交通の構築

に向けた実施計画を策定するための補正予算を

上程させていただいておりますので、御可決を

いただいた後には、速やかに実施計画の策定に

取りかかりたいというふうに思っているところ

であります。 

  計画の中心であります市内循環バスでありま

すが、平成27年度の実証運行開始を目指したい

というふうに思っております。この実証期間に

ついては、デマンドタクシーの際と同様に、お

おむね１年間ということで、その利用状況など

を検証し、利用していただく市民の皆さんの声

なども十分お聞きしながら、さらに利便性が向

上されますように、またやはりこれも財政状況

がありますので、財政的にも持続可能となるよ

うに公共交通ネットワークの構築を目指してま

いりたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 市長から、ただいま少子高齢化

によりまして、現在17名の有識者によって、い

ろいろ検討を重ねているということでありまし

た。その中で、南部、西根、それから陵南中学

校の一部にちょっと不便なところがありますの

で、そこを、交通サービスをやっていきたいと
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いうことでありました。27年度から実証運行を

行い、１年間の試行して、持続可能になるよう

に進めていきたいというようなことでありまし

た。 

  現在、子供から高齢者まで、市民の足として、

デマンドタクシー、それから公共交通サービス

につきましては、住民が満遍なく使えるという

ことであれば非常に助かりますので、検討をよ

ろしくお願いをしたいと思います。 

  続きまして、市内観光施設へ行く際の交通サ

ービス等について伺いたいと思います。市内に

は、チェリーランドやチェリークア・パーク等

の観光客や市民が多く訪れる施設がありますが、

公共交通を利用して訪れるには不便なようであ

ります。チェリーランドは観光中心施設であり

ます。それに河川敷の中ではグラウンドゴルフ

や芋煮会などが行われ、市民も多く参加してい

る場所となっております。また、チェリーク

ア・パークにつきましては、大型遊具の整う最

上川ふるさと総合公園や運動施設チェリーナさ

がえ、産直施設等があり、市民の憩いの場とし

てにぎわう場所であります。今後は、成人病セ

ンター等も建設を予定されております。 

  今回のネットワーク計画にはこのような寒河

江市を代表する集客のある場所への交通手段に

ついても考慮して策定されることになるのか、

伺いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど若干申しあげましたけれ

ども、今回の計画策定に当たっては、特に高齢

者の日常生活における交通手段の現状について

調査を行って計画に反映させていただいており

ます。そういう意味で、今後の高齢化社会を見

据えた生活交通のあり方という観点からすれば、

いわゆる医療機関でありますとか、商業施設な

どの日常的に利用される施設などをつなぐ、公

共交通ネットワークの構築というものに中心が

置かれているというふうにお考えをいただきた

いと思います。 

  こうしたことから、今回の計画については主

に市民、特に高齢者の日常生活における移動手

段の確保という視点に立っているわけでありま

すけれども、議員のおっしゃるよう、市民の皆

さんが利用する憩いの場的施設などについても

十分考慮していく必要がありますし、また観光

施設などについても、今後、観光施設振興の観

点から検討すべき課題だというふうに思ってい

るところであります。 

  いずれにしても、循環バスの実証運行を行っ

て、その中で利用者の皆さんの要望などを検証

しながら、観光客にも利用しやすいような運行

ルートができるかどうかなどについて検討して

まいりたいというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 ただいま市長のほうからは、少

子高齢化による日常生活、そして生活の反映と

いうことで、交通ネットワークは日常生活に沿

った計画であるということでありました。確か

にそうだと思いますけれども、現在、チェリー

ランド、特にチェリークア・パークなどにつき

ましては、今多くの施設があり、市民が本当に

にぎわっている状況でありますけれども、子供

連れのお母さんが車で行くには何も問題ないの

でありますけれども、歩いて行かれる方、そし

て若者などもローラースケートを持って歩いて

いくカップルなどを見受けますと、ここに交通

の便があれば非常に楽なのかなというようなと

ころも見受けられたところがありましたので、

質問をさせていただきました。 

  今、観光施設とかチェリークア・パークにつ

きましては、今、市内と結構離れておりますの

で、交通サービスというものも市長のほうから

は考えていかなければならないということであ

りますので、今後ともよろしくお願いをしたい

と思います。 

  続きまして、14番、婚活について伺います。 
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  まず最初に、独身者の結婚機運を高めること

についてを質問させていただきます。私は寒河

江市の婚活コーディネーターとして、少しでも

独身の若者を１人でも多く結婚に導きたいと思

い、情報交換や仲人活動、婚活イベント事業に

参加をしながら活動しております。 

  そして、コーディネーター同士の情報交換会

があり、その中で話題になるのが市役所内に独

身者が多いということであります。このことを

考えていく必要があると思います。 

  本市におきましては平成23年に結婚支援対策

事業をスタートさせ、婚活コーディネーター委

嘱式にはテレビ局や新聞社など多くのマスコミ

が殺到し、県内でも大きな話題になったことは

記憶に新しいところであります。 

  少子化問題や結婚問題は、現代の社会におい

て大きな課題であり、この課題に対して、県内

でいち早く取り組んだことは大いに評価をして

おります。婚活コーディネーターによるお見合

い、婚活イベント事業によるおつき合いや結婚

も少しずつですがふえておりますが、しかなが

ら、お見合いの回数やイベントの回数を考える

と、まだまだ成婚率が少ないように思います。

確かに個人が結婚するか、しないかは、個人の

問題であり、個人のプライバシーに立ち入るの

はどうかとは思います。しかし、少子高齢化問

題が社会的に大きな問題となっているところで

もあり、もっと積極的に独身男女にアプローチ

しなければならないと考えているところであり

ます。 

  市長からも少子化対策、婚活対策に頑張って

いただいているところでありますが、本市から

も婚活を発信していくことが必要だと思います。

それにより市民の間にも結婚の機運が高まるも

のと思いますが、市長の見解を伺いたいと思い

ます。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 阿部議員初め、婚活コーディネ

ーターの皆さんには大変日ごろ活動いただいて

おりますこと、心から感謝申しあげたいという

ふうに思います。 

  寒河江市では、先ほど御質問にもありました

けれども、若者の出会いや結婚につながる取り

組みとして、婚活コーディネーターの登録、そ

れから婚活講演会やスキルアップ講座の開催な

どの支援をさせていただいてきております。 

  お話にもありましたけれども、成婚に至るま

でにはなかなか難しいというお話も聞いている

ところであります。昔に比べると結婚に対する

考え方が多岐に、多様になっているというふう

にも思っているところであります。 

  寒河江市といたしましては、これまでの支援

に加えて、来年度から市内の婚活を行う団体に

対して、婚活イベントの開催などを後押しする

結婚支援活動団体補助金制度というものを創設

をさせていただくことにしております。この制

度を積極的に活用して、例えば神輿の祭典ある

いは神輿會などの祭り、それからイベントなど

とタイアップをした婚活イベントなどを開催で

きればというふうに話をしているところであり

ます。 

  このように、婚活に特化したような事業に対

して支援をしていくということは、市としても

結婚支援を積極的に取り組んでいるというあら

われなのかなというふうにも思っているところ

であります。 

  また、庁舎２階のロビーに婚活に関するイベ

ント情報コーナーというものを設けさせていた

だいて、婚活活動情報などを発信していきたい

というふうに思っているところであります。 

  それから、県の事業でありますけれども、新

年度から全県的な婚活支援体制として、新たな

任意団体「やまがた出会いサポートセンター」

の設立が予定されております。もちろん、これ

は県のみならず、市町村のほか、各種さまざま

な団体から構成されるオール山形の結婚支援の



 - 78 -

団体であります。当然、寒河江市も参画をし、

結婚支援活動の充実を図っていきたいというふ

うに思っているところであります。 

  いずれにいたしましても、ニーズが多様であ

りますので、そういった多様なニーズの把握に

努めて、今後とも結婚の機運がさらに高まりま

すよう、行政としても支援をしてまいりたいと

いうふうに考えております。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 ただいま市長のほうからありが

たい言葉がありました。27年度に結婚支援活動

団体補助金制度を創設して使っていきたい。そ

の中で、神輿の祭典、それから神輿會等々とタ

イアップした婚活を支援していきたいというこ

とでしたので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

  先ほど、やまがた出会いサポートセンターの

設立ということでありましたけれども、こちら

らは次の質問のほうに加味していきますので、

こちらのほうはまた後にさせていただきたいと

思いますけれども。 

  現在、やっぱり、市役所に来ても全然婚活と

いうものは何なのかなということで、市役所の

中で見えないというところもありましたけれど

も、先ほど市長のほうから、２階のロビーのほ

うに婚活に関するイベント情報コーナー等を設

けて情報を発信していきたいということであり

ますので、よろしくお願いしたいと思います。

やはり当局からの本気というものは、やっぱり

コーディネーターの士気や市民の見方が変わっ

てくると思います。現代の若者が結婚に対する

考え方自体も変わってきているのかもしれませ

んけれども、おせっかいなじいさんやばあさん、

そういう方々がいて、そして本市の後ろ盾があ

って婚活機運も高まると思いますので、積極的

な応援をよろしくお願いをしたいと思います。 

  続きまして、婚活支援の組織づくりについて

伺います。以前の一般質問で、私は婚活を推進

するにはそれなりの部署を新設することが必要

ではないかと質問をさせていただきました。そ

れに対しまして、市長からは、市の総合力によ

って婚活を推進するという答弁でした。市長の

言っていることは十分わかるのでありますけれ

ども、これまでの経過、状況を総合しますと、

やはりそれなりの専門セクションの必要性を痛

感いたします。婚活課あるいは婚活係を置けば

一番問題ないと思いますけれども、現在、行財

政改革ということもありますので、それが無理

であるならば、県でもやっているように、外部

委託をする方法などは考えられないものでしょ

うか。 

  つまり、県が委託するやまがた結婚サポート

センターのような組織をつくって、いろいろな

面での施策を展開し、本市の結婚推進施策を前

進するためにもぜひ検討していただきたいと思

いますけれども、市長の見解をお願いいたしま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど阿部議員からもありまし

たけれども、以前の答弁の中で、市の総合力で

婚活を推進するというふうなお答えをしたわけ

でありますが、これは、具体的な婚活コーディ

ネーターを支援する結婚支援対策事業のみなら

ず、婚活も含めて、子育てなどの支援などを含

めて、全体としてさまざまな事業の展開によっ

て、若い方々の結婚を結果的に推進をしていく

ような施策を幅広く展開していく必要があると

いうふうに申しあげたところであります。 

  議員御指摘のように、そういう婚活あるいは

結婚という言葉のセクションが目に見えるよう

な形で設けていけば機運も高まっていくんだろ

うというような御指摘もあるわけでありますけ

れども、なかなか、そういうふうな行政が表に

出ていろんな婚活事業をしていくことになった

としても、今の若い人は、先ほども申しあげま

したとおり、考え方が多様でありますので、そ
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ういうふうにはなっていかないのではないかと

いうように思っているところであります。 

  そういう意味で、行政はある程度、支援のほ

うに回っていくということになっていくのかな

というふうに、今思っているところであります。 

  そういう意味で、後退するわけではありませ

んが、そういう意味での支援を強化していくと

いうことが必要だろうというふうに思います。 

  先ほど、県のサポートセンターのほうの話が

ありましたけれども、そういったところに参画

をして新たな取り組みを進めていくということ

があるわけでありますが、さらに御指摘のよう

に、市が直接やるのではなくて委託の方法もあ

るのではないかというようなところもあります

ので、いろんな若い人の声なんかをお聞きする

と、寒河江市内だけでそういう取り組みをする

ことだけでなくて、もう少し広範囲な取り組み

をしていただいたほうが参加しやすいのではな

いかというような声もあります。そういう意味

で、近隣の市町村などとも連携をしながら、広

域でそういう組織づくりなどもできないかどう

か、研究をしてまいりたいというふうに考えて

おります。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 ありがとうございます。 

  今、市長のほうから御答弁をいただきました。

確かに婚活というのは川上から川下まで幅広い

支援というものが必要なのかなと思います。で

すから、結婚から、それから子育てから、いろ

いろなところでの支援というものは十分必要だ

と思います。 

  そして、先ほど市長のほうから、寒河江市だ

けではなくて、広域的に幅広い組織をつくりな

がらやっていかなければならないということで

ありますけれども、今、婚活コーディネーター

の活動の中に、寒河江市の中で成婚した場合に

は助成金が出ますよというところがありますの

で、ですから、どうしてもそれはその辺に特化

してしまう可能性は十分あると思います。現在、

なかなか成婚にまとまらないと。今、婚活コー

ディネーター、いろいろ油を使いながら、いろ

いろと活動なされているわけですけれども、な

かなか実を結ばないところがありまして、大分

意気消沈をしているところもあるようなところ

もありますけれども。今、市長の答弁の中に、

広範囲にした場合に、寒河江市でなくて、大江

町、それから西川町、それから寒河江市近隣の

市町全部になると思うんですけれども、まとま

ると確かに山形県全体的には結婚はふえるので

ありましょうけれども、寒河江市にとってはそ

んなにうまみがないというところが出てくるこ

とになると思うんですけれども、その辺、ちょ

っと市長の見解をお伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市は西村山の中核都市で

ありますから、西村山全体が発展をしていけば、

それは最終的には寒河江の発展につながるとい

うふうに御理解をいただきたいと思います。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 寒河江市は中核都市であります

から、どこの町で結婚しても発展していくんだ

よということでございますけれども、ただ、実

際に活動している、婚活コーディネーターの方

はそういうわけにはいかないんですよ。やっぱ

り、ボランティアではやっているものの、やっ

ぱり成婚をして、少しでも自分のほうに実が入

るような状況づくりをやっているわけですから、

山形県また西村山全体がよくなって、これは確

かにいいことでありますけれども、なかなかそ

うばっかりも言っていられないというところも

あると思いますので、逆に、西村山としての補

助制度というところを考えていただきながら、

県のほうとの相談になると思いますけれども、

その辺のところもよろしく御協力をお願いした

いなと思っているところであります。 

  とにかく今、いろいろと寒河江市から広域的
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なところまでいろいろ話ありますけれども、と

にかくコーディネーターさんが嫌にならないで、

今後も動きやすいような、活動しやすい状況づ

くりをしていただくことが、やはり、先ほど市

長から言われたように、西村山全体の意識の高

まりになるのかなと思いますので、各町の皆様

方と相談をしていただきながら、この辺もよろ

しくお願いをしたいと思いますけれども、とに

かく寒河江市の人口をふやしていかないと、ま

た少子化問題、人口問題、減少問題が出てきま

すので、よろしくお願いをしていただきたいと

思います。 

  そして、先ほど、やまがた出会いサポートセ

ンターという話がありました。やはり、やまが

た出会いサポートセンターも各市町村に特化し

ているわけでなくて、山形県全体の人口がふえ

るということでの考えなのかなということで、

私も資料を読ませていただいたんですが、これ

は私の認識不足なのかもわかりませんけれども、

やはり、山形とか天童とか、それから非常に大

型店があったり、非常に交通の便がよかったり

したところは、非常にお嫁にも行きたい、そこ

に住んでみたいというところはあると思うんで

すけれども、やはり寒河江市で嫁をとるに大変

だという話もあります。そういうところを加味

しますと、やはり今後とも婚活コーディネータ

ーの方は寒河江市に特化して寒河江市のよさを

ＰＲしながらやっていかなければならないのか

なと思いますので、その辺も御承知をいただき

ながら、よろしくお願いをしたいと思います。 

  続きまして、15番、空き家管理について伺い

ます。 

  まず最初に、空き家の保存管理について伺い

ます。空き家は全国でも大きな社会問題になっ

ておりまして、人口減少や大都市への人口一極

集中により各自治体への影響は深刻になってき

ております。近年、消滅可能性自治体896市町

村があると新聞報道等で発表されました。これ

は2010年から2040年までの30年間の20歳から39

歳までの女性人口減少率からの予想であるよう

であります。 

  山形県では、35市町村のうち、28市町村が消

滅自治体等に該当しております。寒河江市は存

続自治体に挙げられておりますけれども、私は、

この発表はそういうふうにならないように各自

治体が危機感を持って取り組みを促しているも

のだと思っております。 

  その私の地域を見てみますと、大分空き家が

目立ってまいりました。建物を壊して整地をし

ているものから、建物もそのままで雑草も伸び

放題の場所や十分生活できる建物もあります。

現在住んではいるものの、高齢者世帯であり、

今後心配のある御家庭も少なくありません。そ

こで、寒河江市の空き家の保存管理について伺

いたいと思います。 

  現在、空き家でも良好でいつでも使える建物

が多くあります。早目に使えば問題ありません

が、すぐに使ってもらえるとは限りません。本

市には空き家バンクがあり、宅建協会と連携し

ながら空き家対策について取り組んでおります。

空き家バンクの受け付けを行うときに、資産価

値の低下を防ぐためにも、空き家管理の情報を

提供して、通常の空き家管理として、窓をあけ

て、空気の入れかえ、掃除、庭の管理や家周り

の雑草の管理をすることを持ち主の方に情報提

供して管理をしていくことはできないのか、伺

いたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 空き家の問題については、寒河

江市のみならず全国的に大きな課題となってい

るわけであります。寒河江市で現在把握してい

る市内の空き家数275棟ということであります。

平成25年７月に空き家所有者などが空き家の利

活用や適正管理を行って新たな空き家の発生の

抑制と危険な空き家等の増加を防止する目的で

空き家等の適正管理に関する条例を制定をさせ
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ていだたいています。それを運用しているとい

う状況でありますが。 

  そして、去年の３月には、空き家情報登録制

度の空き家バンクというものもつくらせていた

だいております。しかしながら、空き家バンク

については、利活用できる空き家の情報が少な

い、バンクを利用したくてもできないというよ

うな御意見もいただいているところであります。

情報の中身が少ないということでありますので。

新たな年度に当たっては、空き家の実態調査を

させていただいて、利活用できる空き家のバン

クへの登録を強く働きかけるなど、その利活用

を促進して今後の対策につなげていきたいとい

うふうに思っているところであります。 

  空き家の適正管理の方法についてであります

けれども、御案内のとおり、個人の財産であり

ますので、市が直接管理していくということは

できないわけでありますけれども、現在、空き

家の庭の掃除や窓あけなどの管理を請け負って

いる民間の事業者の方もいらっしゃると聞いて

おりますので、市としては、今後、空き家バン

クの登録の受け付けのときに所有者などへ適正

管理を依頼する文書を配付するなどして、その

啓発活動に努めていきたいというふうに考えて

おります。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 ありがとうございます。 

  今、市長のほうから利用できる空き家の情報

が非常に少ないということで、今後、実施調査

をしながら、どのくらいあるのか見きわめてい

きたいということであります。また、個人の財

産でもあり、なかなか難しいということであり

ますけれども、ただ、最後に空き家バンクの受

け付けのときにその文書等を配付しながら情報

を提供していくということもありますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  この受け付けのときに、今度の実施調査の後

になると思いますけれども、利用活用ができる

ような空き家があるとした場合、それを宅建協

会、それからシルバー人材などに協力をお願い

して管理をしてもらうということもできるのか

なと思います。やはり、管理をすることによっ

て、他市から移って来られた方が本市に住むこ

とに対して安心や住みやすい環境づくりになる

と思うわけでありますけれども、その辺のとこ

ろの見解を市長からちょっと伺いたいと思いま

す。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど、空き家バンクに対する

中での情報提供が少ないというようなことを申

しあげましたが、現在、275棟という空き家の

情報、戸数でありますが、管理不良と言われる

ものが275棟のうち、106棟というふうに把握を

しております。把握をしておりますが、その管

理不良の度合いというものについては十分把握

できておりません。ですから、実態調査を行っ

て、その程度の度合いなどについても判定をし

ていくということになろうかというふうに思い

ます。 

  また逆に、管理良好の空き家などについては、

その利活用について情報提供していくというこ

とで、あわせて、そういった面を具体的に情報

提供できるように調査をしていくということに

なろうかというふうに思います。 

  空き家の問題で今までネックになっておりま

したのが、解体の部分について、倒壊とか、周

辺環境へ著しく有害であるなどの空き家に限定

をして固定資産税の６分の１軽減というものを

しないことについて、さきの国会で成立をして

２月26日に施行された空き家等対策の推進に関

する特別措置法ということで定められたことで

あります。そういったことで、今後、具体的な

運用指針などが国のほうから示され出てくるん

だというふうに思いますので、そういった示さ

れた段階でさまざまな対応が必要になってくる

というふうに思っているところであります。 
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○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 今、市長のほうから、空き家の

解体についてということで、次に質問しようと

するところの内容のところを話をしていただき

ましたけれども、現在、275棟のうち、不良が

106棟、そして良好に利活用できるものもある

ということでありますので、やはり利活用でき

ることに関しては社会的な財産というふうに考

えていただいて、子育て家族、それからこれか

ら子育てをする家族などに対しても積極的に活

用できるようにお願いできれば非常にありがた

いと思っております。 

  次の空き家の解体につきましては、先ほど市

長のほうからいろいろとお答えがありました。

その中で、現在、空き家がふえて手入れされて

いない建物が目立ってきております。また建物

の老朽化が進んでおり、建物や防災、衛生、景

観などに深刻な影響を与えているおそれがあり

ます。現在、空き家を放置して、周辺の住民に

迷惑をかけているものの、取り壊すと土地にか

かる固定資産税が最大６倍になるおそれがあり、

軽減対象から外されるとして所有者が空き家を

放置する原因の一つにもなっているようであり

ます。 

  今回、空き家の固定資産の基準が変更されま

した。倒壊するおそれがあったり、また著しく

汚れていたりして、市町村からの改善勧告をさ

れますと、軽減措置の対象から外れ、評価額は

それまでの最大で６倍になるようであります。 

  税負担を重くして持ち主に解体を促す狙いの

ようでありますけれども、高齢化社会を迎えた

現在、さまざまな生活環境があると思います。

解体を必要とされる建物をみずから進んで解体

をした場合、条件は必要になると思いますが、

固定資産税の猶予について、市長の見解を伺い

たいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほども御答弁申しあげました

けれども、国の特別措置法で定められていると

いうことでありますが、具体的な運用の指針と

いうものは今後国から示されてくるんだという

ふうに思います。その示された段階で、市とし

てもいろんな対応が必要になってくるんだろう

というふうに考えております。 

  それにあわせて、御質問のあった解体された

土地に対する固定資産税の猶予などに関しても、

国の方針あるいは具体的な運用指針などが定ま

った段階で市としての対応を検討していくとい

うふうに考えているところであります。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 今後、国の方針、それから指針

が決まり次第、考えていかなければならないと

いうことですので、いい方向に行きますように

御期待をしているところであります。 

  続きまして、空き地の管理について伺います。

建物は取り壊し、空き地がそのままに放置され

ますと、雑草が荒れ放題になり、虫や害虫のす

みかとなり、近所の方に大変迷惑をかけること

になるようであります。草刈りなどの管理がな

されていれば何も問題ないのでありますけれど

も、他人の土地に勝手に除草剤をまいたり、殺

虫剤をまいたりするわけにもいきません。そこ

で、空き地管理は自治体としてどの程度まで指

導できるのか、お伺いしたいと思います。 

○鴨田俊議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 空き地ということになると、市

内でも相当管理されていない土地が多々あるの

ではないかというふうに認識をしております。

御質問はそういった管理について、市として取

り組む必要があるかというような御指摘であり

ますけれども、空き家の場合と違っているのか

なというふうに思います。我々としては、まず、

市が直接その空き家を管理する、そして指導す

るというよりも、まずは町内会、隣組などで対

応を検討していただくのがまずよろしいのでは

ないかというふうにも思っていますし、空き家
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と一口に言っても、やっぱりその土地の、原野

であったり、農地であったり、畑地であったり、

いろんなあれが違うなどということがあるわけ

でありますので、ましてや個人財産であります

から、その辺のところはある程度慎重に取り組

む必要があるのかなというふうに思っていると

ころであります。 

  全国的に見ると、雑草等の繁茂による病害虫

の発生やごみの不法投棄を未然に防止して、市

民の良好な生活環境を確保するという目的で指

導や助言ができる空き地の適正管理条例を制定

しているという自治体も中にはあるようであり

ますので、今後、市内の空き地の状況などもつ

ぶさに見ながら、そういった検討もしてまいる

必要があるというふうに考えております。 

○鴨田俊議長 阿部議員。 

○阿部 清議員 市長のほうから御指摘ありまし

たように、やはり空き家と、それから空き地の

問題では、ちょっと事が違うのかなと思いまし

た。ただ、やっぱり空き家を壊してしまうと空

き地になってしまうということがありましたの

で、質問させていただいたのでありますけれど

も。やはり、空き地のところを買って、そして

転売をして、不動産屋さんが中に入っています

と、立て札が立てられてきちっと管理をされて

いるわけですけれども、やはり個人が買ってし

まうと、なかなか見えずに、廃車を置いて、そ

れから雑草が伸びている、だけれども、その管

理者が前まではわかるんだけれども、その次は

わからないので、連絡の仕方がわからないとい

うところがちょっと相談がありましたので、そ

のところを質問させていただいたところであり

ます。 

  現在、市長が言われるように、個人財産であ

りますので、勝手にその土地に入っていろいろ

するということは難しいのは重々わかります。

ただ、市長のほうから、現在、いろいろ状況を

勘案しながら、そして条例づくり等にも検討し

ていきたいということでありましたので、よろ

しくお願いを申しあげまして、私の一般質問を

終わりたいと思います。 

  ありがとうございました。 

 

   散    会    午後３時４６分 

 

○鴨田俊議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 
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